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(57)【要約】
　代表的な方法は、少なくとも１つのポリマー材料を含
むフィルムを提供することと、第１延伸工程において、
第１セットの加工条件下で、フィルムをクロスウェブ方
向に沿って拡幅し、フィルム中にもたらされる面内複屈
折がたとえあるとしても低いようにすることと、第２延
伸工程において、第２セットの加工条件下でフィルムを
クロスウェブ方向に沿って緩和させながら、フィルムを
ダウンウェブ方向に沿って延伸することと、を包含し、
第２セットの加工条件は、少なくとも１つのポリマー材
料中に面内複屈折をもたらす。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光学フィルムを作製する方法であって、
　少なくとも１つのポリマー材料を含むフィルムを提供する工程と、
　第１延伸工程において、第１セットの加工条件下で、前記フィルムをクロスウェブ（Ｔ
Ｄ）方向に沿って拡幅し、前記フィルム中に生じる複屈折がたとえあるとしても低いよう
にする工程と、
　第２延伸工程において、第２セットの加工条件下で、前記フィルムを前記クロスウェブ
（ＴＤ）方向に沿って緩和させながら、前記フィルムをダウンウェブ（ＭＤ）方向に沿っ
て延伸する工程と、を含み、前記第２セットの加工条件が、前記ポリマー材料中に面内複
屈折及び前記ＭＤに沿って有効配向軸をもたらす、光学フィルムを作製する方法。
【請求項２】
　前記第１加工条件下の前記フィルムの温度が、前記第２加工条件下の前記フィルムの温
度より高い、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記第１延伸工程の前記フィルムの前記温度が、前記ポリマーのガラス転移温度より２
０～１００℃高く、前記第２延伸工程の前記フィルムの前記温度が、前記ポリマーの前記
ガラス転移温度より１０℃低い温度から前記ポリマーの前記ガラス転移温度より４０℃高
い温度までにある、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記フィルムが、前記第２延伸工程後に０．３ｍを超える幅を有する、請求項１に記載
の方法。
【請求項５】
　前記第１延伸工程で生じた複屈折が、０．０５未満であり、前記第２延伸工程で生じた
複屈折が、少なくとも０．０６である、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記第２延伸工程後に前記フィルムをアニールすることを更に含む、請求項１に記載の
方法。
【請求項７】
　光学フィルムを作製する方法であって、
　少なくとも第１ポリマー材料と第２ポリマー材料とを含むフィルムを提供することと、
　第１延伸工程において、第１セットの加工条件下で、前記フィルムをクロスウェブ（Ｔ
Ｄ）方向に沿って延伸して前記フィルムを拡幅し、前記第１及び第２ポリマー材料中に前
記ＴＤ方向に沿って低い複屈折が生じるようにすることと、
　第２延伸工程において、第２セットの加工条件下で、前記フィルムを前記クロスウェブ
（ＴＤ）方向に沿って緩和させながら、前記フィルムをダウンウェブ（ＭＤ）方向に沿っ
て延伸し、前記第１及び第２ポリマー材料の少なくとも１つの中に面内複屈折、並びに前
記ＭＤに沿って有効配向軸を生じさせることと、を含む、光学フィルムを作製する方法。
【請求項８】
　前記第１加工条件下の前記フィルムの温度が、前記第２加工条件下の前記フィルムの温
度より高い、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記第１延伸工程での前記フィルムの前記温度が、前記第１及び第２ポリマーの前記少
なくとも１つのガラス転移温度より２０～１００℃高く、前記第２延伸工程の前記フィル
ムの前記温度が、前記第１及び第２ポリマーの少なくとも１つの前記ガラス転移温度より
１０℃低い温度から前記第１及び第２ポリマーの少なくとも１つの前記ガラス転移温度よ
り４０℃高い温度までにある、請求項７に記載の方法。
【請求項１０】
　前記フィルムが、前記第１延伸工程において前記ＭＤ方向に沿って伸張される、請求項
７に記載の方法。
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【請求項１１】
　第３延伸工程において、第３セットの加工条件下で、前記ダウンウェブ（ＭＤ）方向に
沿って前記フィルムを延伸することを更に含む、請求項７に記載の方法。
【請求項１２】
　前記第１延伸工程で生じる複屈折が、０．０５未満であり、及び前記第２延伸工程で生
じる複屈折が、少なくとも０．０６である、請求項７に記載の方法。
【請求項１３】
　前記フィルムが、吸収偏光子材料を含んでなる層を含む、請求項７に記載の方法。
【請求項１４】
　前記フィルムが、前記第１及び第２延伸工程後、反射偏光子フィルムである、請求項７
に記載の方法。
【請求項１５】
　前記第２延伸工程後に前記フィルムをアニールすることを更に含む、請求項７に記載の
方法。
【請求項１６】
　光学フィルムを作製する方法であって、
　少なくとも第１ポリマー材料と第２ポリマー材料とを含む第１フィルムを提供すること
と、
　第１延伸工程において、第１セットの加工条件下で、前記第１フィルムをクロスウェブ
（ＴＤ）方向に沿って延伸して前記第１フィルムを拡幅し、前記第１及び第２ポリマー材
料中に前記ＴＤ方向に沿って低い面内複屈折が生じるようにすることと、
　第２延伸工程において、第２セットの加工条件下で、前記フィルムを前記クロスウェブ
（ＴＤ）方向に沿って緩和させながら、前記第１フィルムをダウンウェブ（ＭＤ）方向に
沿って延伸し、前記第１及び第２ポリマー材料の少なくとも１つの中に面内複屈折を生じ
るさせることと、
　第２フィルムを前記第１光学フィルムに取り付けることと、を含む、光学フィルムを作
製する方法。
【請求項１７】
　前記第２フィルムが、前記第１及び第２延伸工程の後で前記第１フィルムに取り付けら
れる、請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
　前記第２フィルムが、構造化表面フィルム、位相差フィルム、吸収偏光フィルム、及び
これらの組み合わせからなる群から選択される、請求項１６に記載の方法。
【請求項１９】
　前記第２フィルムを前記第１フィルムに取り付けることが、前記第１フィルムと前記第
２フィルムとの間に接着剤を配置することを含む、請求項１６に記載の方法。
【請求項２０】
　前記第２フィルムが、前記第１フィルム上にコーティングされる、請求項１６に記載の
方法。
【請求項２１】
　前記第２フィルムが硬化性材料を含み、前記第２フィルムを取り付けることが、前記硬
化性材料を構造化することと、前記硬化性材料を硬化させて前記第１フィルム上に構造化
表面を形成することと、を更に含む、請求項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　第２フィルムを前記第１光学フィルムに取り付ける前に、前記第１フィルムに表面処理
を適用することを更に含む、請求項１６に記載の方法。
【請求項２３】
　前記表面処理が、コロナ処理、乾燥、プライマーの適用、又はこれらの組み合わせから
選択される、請求項２２に記載の方法。
【請求項２４】
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　前記第１フィルムが、前記第１及び第２延伸工程後、反射偏光子フィルムである、請求
項１６に記載の方法。
【請求項２５】
　前記第２延伸工程後に前記フィルムをアニールすることを更に含む、請求項１６に記載
の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この開示は、一般に光学フィルム及び光学フィルムを作製する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　市販のプロセスでは、ポリマー材料又はポリマー材料のブレンドから作製される光学フ
ィルムは、典型的にはダイから押出成形されるか、又は溶媒からキャストされる。押出成
形されたフィルム又はキャストフィルムは、続いて伸張され、材料の少なくとも一部に複
屈折をもたらし、及び／又は複屈折を強化する。材料及び伸張プロトコルを選択し、反射
光学フィルム、例えば反射型偏光子又はミラーなどの光学フィルムを製造してもよい。幾
つかのこうした光学フィルムは、輝度強化光学フィルムと呼ばれる場合がある、というの
は、液晶光学ディスプレイの輝度は、そこにこうした光学フィルムを包含することにより
増加される場合があるからである。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００３】
　１つの代表的な実施では、本開示は、光学フィルムを作製する方法を対象としている。
１つの代表的な方法は、少なくとも１つのポリマー材料を包含するフィルムを提供するこ
とと、第１延伸工程において、第１セットの加工条件下でフィルムをクロスウェブ（ＴＤ
）方向に沿って拡幅し、フィルム中にもたらされる複屈折がたとえあるとしても低いよう
にすることと、第２延伸工程において、第２セットの加工条件下でフィルムをクロスウェ
ブ（ＴＤ）方向に沿って緩和させながら、フィルムをダウンウェブ（ＭＤ）方向に沿って
延伸することと、を包含し、第２セットの加工条件は、ポリマー材料中に面内複屈折及び
ＭＤに沿って有効な延伸軸をもたらす。
【０００４】
　本開示の別の代表的な方法は、少なくとも第１ポリマー材料及び第２ポリマー材料を包
含するフィルムを提供する工程と、第１延伸工程において、第１セットの加工条件下でフ
ィルムをクロスウェブ（ＴＤ）方向に沿って延伸してフィルムを拡幅し、第１及び第２ポ
リマー材料中に低い面内複屈折がもたらされるようにする工程と、第２延伸工程において
、第２セットの加工条件下で、フィルムをクロスウェブ（ＴＤ）方向に沿って緩和させな
がら、フィルムをダウンウェブ（ＭＤ）方向に沿って延伸し、第１及び第２ポリマー材料
の少なくとも１つの中に面内複屈折、並びにＭＤに沿って有効な延伸軸をもたらす工程と
、を包含する。
【０００５】
　本開示の更に別の代表的な方法は、少なくとも第１ポリマー材料及び第２ポリマー材料
を包含する第１フィルムを提供する工程と、第１延伸工程において、第１セットの加工条
件下で第１フィルムをクロスウェブ（ＴＤ）方向に沿って延伸して第１フィルムを拡幅し
、第１及び第２ポリマー材料中に低い面内複屈折がもたらされるようにする工程と、第２
延伸工程において、第２セットの加工条件下で、フィルムをクロスウェブ（ＴＤ）方向に
沿って緩和させながら、第１フィルムをダウンウェブ（ＭＤ）方向に沿って延伸し、第１
及び第２ポリマー材料の少なくとも１つの中に面内複屈折、並びにＭＤに沿って有効な延
伸をもたらす工程と、第２フィルムを第１光学フィルムに取り付ける工程と、を包含する
。
【０００６】
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　上記の概要は、本発明の図解された各実施形態、又は本発明のあらゆる実施を記載する
ものではない。図及び以下の詳細な説明がこれらの実施形態をより具体的に例示する。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
　添付の図面と関連して本発明の様々な実施形態の以下の「発明を実施するための形態」
を検討することで、本発明はより完全に理解され得、その中で：
【図１】光学フィルムを図解。
【図２】光学フィルムを図解。
【図３】ブレンドされた光学フィルムを図解。
【図４】本開示により光学フィルムを作製する装置及びプロセスの略図。
【図５】本開示の１つの実施形態による伸張プロセスの略図。
【図６】バッチ伸張プロセス工程の略図。
【図７Ａ】長さ延伸機を使用する、フィルムラインの実施形態の概略図。
【図７Ｂ】長さ延伸機スレッディングシステムの１つの実施形態の概略図。
【図７Ｃ】長さ延伸機スレッディングシステムの別の実施形態の概略図。
【図８】第１光学フィルムが第２光学フィルムに取り付けられているラミネート構造物を
図解。
【図９Ａ】本開示により作製された代表的な構造物の断面図。
【図９Ｂ】本開示により作製された代表的な構造物の断面図。
【図１０Ａ】本開示により作製された代表的な構造物の断面図。
【図１０Ｂ】本開示により作製された代表的な構造物の断面図。
【図１０Ｃ】本開示により作製された代表的な構造物の断面図。
【図１１】本開示により作製された代表的な構造物の断面図。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本開示は、ディスプレイの輝度を強化することができる光学フィルムなどの光学フィル
ムを作製することを対象としている。光学フィルムは、例えば、光学ディスプレイのよう
な特定の最終用途のために設計される光学均一性及び十分な光学品質が必要であるという
点で、他のフィルムとは異なる。この用途の目的上、光学ディスプレイに使用するための
十分な品質とは、すべての加工工程後及び他のフィルムへのラミネート加工前のロール形
態の光学フィルムには、目に見える有意な不良が存在しないこと、例えばヒトの裸眼で見
た時、実質的に色ストリーク又は表面リッジを有さないことを意味する。更に、光学品質
フィルムは、有用フィルム領域にわたって、特定用途に応じて十分に小さいキャリパー変
化を有するべきであり、それは例えば、フィルムの平均厚さの±１０％以下、±５％以下
、±３％以下及び幾つかの場合では±１％以下である。キャリパー変化の空間勾配も、本
開示による光学フィルムの望ましくない外観又は特性を避けるため十分に小さくしなけれ
ばならない。例えば、同じ量のキャリパー変化でも、それが大きい領域にわたって発生す
るのであれば望ましくない度合いもそれほど大きくはない。
【０００９】
　拡幅の延伸された光学フィルム、例えばそれらの長さに沿って（ＭＤに沿って）ブロッ
ク又は偏光軸を有する反射型偏光フィルムを作製するための方法、及びこうした方法によ
り製造される場合があるそれらの長さに沿って（ＭＤに沿って）ブロック又は偏光軸を有
する拡幅フィルムのロールは、同一所有者の米国特許出願１１／３９４，４７９及び１１
／３９４，４７８（両方共、２００６年３月３１日出願）に記載されており、それらの開
示は、本明細書に参考として組み込まれる。反射型偏光フィルムは、これらに限定されな
いが多層反射型偏光フィルム及び拡散反射型偏光光学フィルムを包含してもよい。幾つか
の代表的な実施形態では、反射型偏光フィルムは、吸収型偏光子、位相差板、拡散板、保
護被膜、表面構造化フィルムなどの別の光学フィルムにロールツーロール法で有利にラミ
ネートされ得る。
【００１０】
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　本用途の目的上、用語「拡幅」又は「拡幅形式」は、約０．３ｍを超える幅を有するフ
ィルムを指す。フィルムの縁部のある部分は、例えば、テンター装置の把持部材により、
使用に適さない又は不良になる可能性があるので、当業者は、用語「幅」が、有用なフィ
ルム幅と関連して使用されることを直ちに認識するであろう。本開示の拡幅光学フィルム
の幅は、予定された用途により変わり得るが、典型的に０．３ｍを超え１０ｍまでの範囲
にわたる。幾つかの用途では、１０ｍを超える拡幅フィルムが製造される場合があるが、
そのようなフィルムは、運搬するのが困難である。代表的な好適なフィルムは、典型的に
約０．５ｍ～約２ｍ及び約７ｍまでの幅を有し、現在入手可能なディスプレイフィルム製
品は、例えば、０．６５ｍ、１．３ｍ、１．６ｍ、１．８ｍ又は２．０ｍの幅を有するフ
ィルムを利用している。用語「ロール」は、少なくとも１０ｍの長さを有する連続フィル
ムを指す。本開示の幾つかの代表的な実施形態では、フィルムの長さは、２０ｍ以上、５
０ｍ以上、１００ｍ以上、２００ｍ以上又はいずれかの他の好適な長さであってもよい。
【００１１】
　以下の説明は、図面を参照しながら読む必要があり、図面では、異なる図面の同様の素
子に同様の形で番号を付してある。図面は、必ずしも一定の縮尺とは限らないが、特定の
例証的な実施形態を表しており、また本開示の範囲を制限しようとするものではない。様
々な素子について、構造、寸法、及び材料の例が説明されているが、当業者は、提供され
ている多くの実施例に、利用可能な好適な代替物があることを理解するだろう。
【００１２】
　特に明記しない限り、本明細書と請求項で用いられている特徴的なサイズ、量、及び、
物理的特性を表す全ての数は、全ての場合において「約」という用語によって変更される
ことを理解されたい。したがって、特に記載のない限り、前述の明細書及び添付の特許請
求の範囲に記載されている数のパラメータは、本願明細書で開示する教示を利用する当業
者が得ようと試みる所望の特性に応じて変えることのできる近似値である。
【００１３】
　端点による数値範囲の列挙は、その範囲内のすべての数（例えば１～５は、１、１．５
、２、２．７５、３、３．８０、４、及び５を包含する）、及び、その範囲内のあらゆる
範囲を包含する。
【００１４】
　本明細書及び添付の特許請求の範囲で使用する時、単数形「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔ
ｈｅ」は、その内容によって明確に別段の指示がなされていない場合は、複数の指示対象
を有する実施形態にも及ぶ。例えば、「ａ　ｆｉｌｍ」の引用は、１つ、２つ又はそれ以
上のフィルムを有する実施形態を含む。本明細書及び添付の特許請求の範囲で使用する時
、用語「又は」は、その内容によって別段の明確な指示がなされていない場合は、一般に
「及び／又は」を包含する意味で用いられる。
【００１５】
　用語「複屈折」は、直交ｘ、ｙ、ｚ方向における屈折率の全てが同じではないことを意
味する。本明細書に記載のポリマー層において、軸は、ｘ及びｙ軸が層平面中にあり、ｚ
軸が層の厚さ又は高さに対応するように選択される。主要な軸は、屈折率が最大及び最小
値となる方向を指す。用語「面内複屈折」は、主面内屈折率（ｎｘ及びｎｙ）間の差であ
ると理解される。用語「面外複屈折」は、主面内屈折率（ｎｘ又はｎｙ）の１つと主面外
屈折率ｎｚとの差であると理解される。主面内方向は、特にクロスウェブ対称プロセスの
フィルムの中心において、クロスウェブ／横方向（ＴＤ）及びダウンウェブ／縦方向（Ｍ
Ｄ）と典型的にそろえられる。主面外方向は、およそ垂直方向（ＮＤ）であってもよい。
全複屈折率及び屈折率値は、指示がない限り６３２．８ｎｍにおいて報告される。
【００１６】
　複屈折を有する延伸された層は、典型的に、延伸された方向（つまり、伸張方向）に平
行な偏光平面を有する光線、及び横方向（つまり、伸張方向に直交する方向）に平行な偏
光平面を有する光線の透過及び／又は反射間に違いを示す。例えば、延伸されることが可
能なポリエステルフィルムはｘ軸に沿って伸張される際、典型的な結果は、ｎｘ≠ｎｙで
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あり、式中、ｎｘ及びｎｙは、「ｘ」及び「ｙ」のそれぞれの軸に対して平行な平面で偏
光した光の屈折率である。伸張方向に沿った屈折率の変化の程度は、伸張量、伸張速度、
伸張中のフィルム温度、フィルム厚、フィルム厚の変動、フィルムの組成などの要因によ
る。
【００１７】
　材料の屈折率は、波長の関数である（即ち、材料は典型的には分散性を示す）ことが理
解されるであろう。それ故に、屈折率に対する光学的要求も波長の関数である。２つの光
学的に接続した材料の屈折率の比を使用し、２つの材料の屈折力を算出することができる
。特定の方向に沿った偏光の２つの材料間の屈折率差の絶対値を、同じ方向に沿った偏光
の該材料の平均屈折率で割ったものが、フィルムの光学性能を示す。この値は、正規化さ
れた屈折率差と呼ばれる。
【００１８】
　反射型偏光子において、不整合の面内屈折率、例えば面内（ＭＤ）方向での正規化され
た差は、たとえあるとしても、少なくとも約０．０６、より好ましくは少なくとも約０．
０９、及び更により好ましくは少なくとも約０．１１以上であることが一般に望ましい。
より一般的には、光学フィルムの他の態様を劣化しない限りできるだけ大きくこの差を有
することが望ましい。屈折率の同じ平面（例えば、面内（ＴＤ）方向）での正規化された
差は、存在する場合、約０．０６未満、より好ましくは約０．０３未満、最も好ましくは
約０．０１未満であることも一般的に望ましい。同様に、偏光フィルムの厚さ方向（例え
ば、面外（ＮＤ）方向）でのいずれかの正規化された屈折率の差は、約０．１１未満、約
０．０９未満、約０．０６未満、より好ましくは約０．０３未満、最も好ましくは約０．
０１未満であることが望ましい場合がある。
【００１９】
　特定の場合では、多層積み重ね体の２つの隣接する材料の厚さ方向で制御された不整合
を有することが望ましい場合がある。多層フィルムの２つの材料のｚ軸の屈折率がそのよ
うなフィルムの光学性能に与える影響は、米国特許番号第５，８８２，７７４号、名称「
光学フィルム（Optical Film）」、米国特許番号第６，５３１，２３０号、名称「色が変
化するフィルム（Color Shifting Film）」及び米国特許番号第６，１５７，４９０号、
名称「鋭いバンド端を有する光学フィルム（Optical Film with Sharpened Bandedge）」
に、より完全に記載されており、これらの内容は参照により本明細書に組み込まれる。幾
つかの代表的な光学フィルムでは、非伸張方向ｎｘに沿って偏光した光の屈折率と、厚さ
方向ｎｚに沿って偏光した光の屈折率との間の正規化された差は、たとえあるとしても、
できるだけ小さいこと、例えば約０．０６未満、より好ましくは約０．０３未満、及び最
も好ましくは約０．０１未満であることが一般に望ましい。
【００２０】
　本開示の代表的な実施形態は、「有効な延伸軸」を特徴としてもよく、これは、ひずみ
誘起延伸の結果として屈折率が最も変化した面内方向である。例えば、有効な延伸軸は、
典型的に偏光フィルムのブロック（反射又は吸収）軸と一致する。一般に、面内屈折率に
は２つの主要な軸があり、それは、最大及び最少屈折率に対応している。正の複屈折材料
の場合、屈折率は、主軸又は伸張方向に沿って偏光された光に対して増加する傾向があり
、有効な延伸軸は、最大面内屈折率の軸と一致する。負の複屈折材料の場合、屈折率は、
主軸又は伸張方向に沿って偏光された光に対して減少する傾向があり、有効な延伸軸は、
最小面内屈折率の軸と一致する。
【００２１】
　図１は、以下に記載されるプロセスで使用されてもよい光学フィルム構造物１０１の一
部を図解している。示された光学フィルム１０１は、３つの互いに直交するｘ、ｙ及びｚ
軸を参照して記載することが可能である。図解された実施形態では、２つの直交する軸ｘ
及びｙは、フィルム１０１の平面内にあり、第３の軸（ｚ軸）は、フィルムの厚さ方向に
伸びる。幾つかの代表的な実施形態では、光学フィルム１０１は、光学接続された少なく
とも２つの異なる材料（例えば、反射、拡散、透過及びその類などの光学効果をもたらす
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ように組み合わされた２つの材料）、第１材料と第２材料を包含する。本開示の典型的な
実施形態では、一方の材料又は両方の材料がポリマーである。
【００２２】
　第１及び第２材料は、フィルム１０１の少なくとも１つの軸に沿った、例えばｘ方向に
沿った方向の屈折率の所望の不整合をもたらすように選択されてもよい。好ましくは、ｙ
方向に沿った屈折率の不整合は、少なくとも０．０５、少なくとも０．０７、少なくとも
０．１、及びより好ましくは少なくとも０．２である。材料はまた、屈折率が不整合であ
る方向に対して垂直な、フィルム１０１の少なくとも１つの他の軸に沿った方向、例えば
ｙ方向に沿った方向に、屈折率の所望の整合をもたらすように選択されてもよい。好まし
くはｘ方向に沿った屈折率の間の差は、０．０５未満、０．０４以下、０．０３以下、及
びより好ましくは０．０２以下である。幾つかの代表的な実施形態では、材料は、屈折率
が不整合である方向に対して垂直な、フィルム１０１の２つの軸に沿った方向、例えばｙ
及びｘ方向の両方に沿った方向に、屈折率の所望の整合をもたらすように選択されてもよ
い。こうした代表的な実施形態では、ｘ及びｙ方向に沿った第１及び第２材料の屈折率の
間の差は、両方共０．０５未満、０．０４以下、０．０３以下、及びより好ましくは０．
０２以下である。
【００２３】
　第１及び第２材料の少なくとも１つが、特定条件下で、負又は正の複屈折を発現する傾
向があってもよい。光学フィルムに使用されるこれらの材料は、キャストフィルムも使用
することができるが共押出法の要件に適合するため十分に類似のレオロジーを有するよう
に選択されるのが好ましい。他の代表的な実施形態では、光学フィルム１０１は、１つの
材料又は２つ以上の材料の混和性ブレンドから構成されてもよい。これらの代表的な実施
形態は、光学ディスプレイの位相差板又は補償器として使用されてもよい。
【００２４】
　幾つかの代表的な実施形態では、本開示の光学フィルムは複屈折材料、時には唯一の複
屈折材料を包含する。他の代表的な実施形態では、本開示の光学フィルムは、少なくとも
１つの複屈折材料と少なくとも１種の等方性材料とを包含する。更に他の代表的な実施形
態では、光学フィルムは、第１複屈折材料と第２複屈折材料とを包含する。幾つかのこう
した代表的な実施形態では、両方の材料の面内屈折率は、同じ加工条件に応じて同様に変
化する。１つの実施形態では、フィルムが延伸される時、第１材料及び第２材料の屈折率
は、両方とも延伸方向（例えば、ＭＤ）に沿って偏光された光に対して増加し、一方、伸
張方向に対して直交する方向（例えば、ＴＤ）に沿って偏光された光に対して減少するこ
とになる。他の実施形態では、フィルムが延伸される時、第１材料及び第２材料の屈折率
は、両方とも延伸方向（例えば、ＭＤ）に沿って偏光された光に対して減少し、一方、伸
張方向に対して直交する方向（例えば、ＴＤ）に沿って偏光された光に対して増加するこ
とになる。一般に、１つ、２つ又はそれ以上の複屈折材料が、本開示による延伸された光
学フィルムに使用される場合、各複屈折材料の有効な延伸軸は、ＭＤに沿って合わされる
。
【００２５】
　延伸工程に起因する又は延伸工程の組み合わせによる延伸が、１つの面内方向の２つの
材料の屈折率の整合及び他の面内方向の屈折率の実質的な不整合をもたらす場合、フィル
ムは、特に反射型偏光子を製作するのに適切である。一致する方向は、偏光子に対する透
過（通過）方向を形成し、異なる方向は、反射（ブロック）方向を形成する。一般に、反
射方向の屈折率の不整合が大きくなればなるほど、また透過方向の整合がよくなればなる
ほど、偏光子の性能はよくなる。
【００２６】
　一方、複屈折材料又は材料類が、非伸張方向に沿って、例えばｙ及びｚ方向に沿って屈
折率の間に差を示す場合には、偏光子の用途に使用される幾つかの光学フィルムは、軸外
色に悩まされる。したがって、本開示の代表的な実施形態に含まれる複屈折材料は、非伸
張方向に沿った屈折率の間に、できるだけ小さい不整合を有するべきである。非伸張方向
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（即ち、ｙ方向及びｚ方向）の屈折率は、望ましくは、所与の複屈折層又は領域について
互いの約５％以内であり、また１を超える材料を含む実施形態では、異なる材料の隣接す
る層又は領域の対応する非伸張方向の約５％以内である。
【００２７】
　図２は、第２材料１１５の第２層上に配置された（例えば、共押出により）第１材料１
１３の第１層を包含する多層光学フィルム１１１を図解している。第１材料及び第２材料
のいずれか又は両方が、複屈折であってもよい。２つの層だけが図２に図解され、本明細
書において一般に記載されているが、該プロセスは、いずれの数の異なる材料から作製さ
れる数百若しくは数千まであるいはそれ以上の層を有する多層光学フィルムに適用でき、
例えば第１材料１１３の複数の第１層及び第２材料１１５の複数の第２層を有する多層光
学フィルムに適用できる。多層光学フィルム１１１又は光学フィルム１０１は、追加の層
を包含してもよい。追加の層は、光学的、例えば、追加の光学機能を発揮するものであっ
てもよいし、又は非光学的、例えばそれらの機械的若しくは化学的特性、又は両方のため
に選択されてもよい。参照により本明細書に組み込まれる米国特許番号第６，１７９，９
４８号で論じられているように、これらの追加の層は、本明細書に記載される加工条件下
で延伸される場合があり、フィルムの全体的な光学及び／又は機械的特性に寄与する場合
があるが、明瞭さ、及び平易化の目的でこれらの層は、この明細書では更に議論しない。
【００２８】
　光学フィルム１１１の材料は、粘弾性特性を有するように選択され、フィルム１１１内
の２つの材料１１３及び１１５の延伸挙動を少なくとも部分的に切り離す。例えば、幾つ
かの代表的な実施形態では、伸張又は延伸に対して２つの材料１１３及び１１５の応答を
切り離すことが有益である。延伸挙動を切り離すことにより、材料の屈折率の変化を別々
に制御し、２つの異なる材料の延伸状態、したがって複屈折度の様々な組み合わせを得る
ことができる。このようなプロセスの１つでは、２つの異なる材料は、共押出多層光学フ
ィルムなどの多層光学フィルムの光学層を形成する。キャストプロセス中の延伸が意図的
に又は付随して押出フィルムに導入されることがあるとはいえ、層の屈折率は、最初の等
方性を有する（即ち、屈折率は、各軸に沿って同じである）ことができる。
【００２９】
　反射型偏光子形成の１つのアプローチは、本開示による加工の結果として複屈折になる
第１材料と、屈折率が実質的に等方性のままである、即ち延伸プロセス中に感知されるほ
どの複屈折量を発現しない第２材料とを使用する。幾つかの代表的な実施形態では、第２
材料は、延伸後第１材料の延伸されていない面内屈折率に一致する屈折率を有するように
選択される。
【００３０】
　図１、２の光学フィルムに使用するのに好適な材料は、例えば米国特許第５，８８２，
７７４号で論じられており、これは本明細書に参考として組み込まれる。好適な材料とし
ては、例えば、ポリエステル、コポリエステル及び変性コポリエステルなどのポリマーが
挙げられる。この文脈では、用語「ポリマー」は、ホモポリマー及びコポリマー、並びに
、例えば共押出、又は、例えばエステル交換などの反応によって、混和性ブレンドの形で
形成されるポリマー又はコポリマーを包含すると考えられる。用語「ポリマー」及び「コ
ポリマー」は、ランダム及びブロックコポリマーの両方を包含する。本開示によって構成
される光学体における幾つかの代表的な光学フィルムに使用するのに好適なポリエステル
類には、一般的にはカルボキシレート及びグリコールサブユニットが挙げられ、カルボキ
シレートモノマー分子とグリコールモノマー分子との反応によって生成され得る。各々の
カルボキシレートモノマー分子は、２つ以上のカルボン酸又はエステル官能基を有し、各
グリコールモノマー分子は、２つ以上のヒドロキシ官能基を有する。カルボキシレートモ
ノマー分子はすべて同じでもよいし、２つ以上の種類の異なる分子でもよい。グリコール
モノマー分子にも同じことが言える。炭酸のエステルによるグリコールモノマー分子の反
作用に由来するポリカーボネートは、「ポリエステル」という用語の範囲内に含まれる。
【００３１】
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　ポリエステル層のカルボキシレートサブユニットを形成するのに使用する好適なカルボ
キシレートモノマー分子には、例えば、２，６－ナフタレンジカルボキシル酸及びその異
性体；テレフタル酸；イソフタル酸；フタル酸；アゼライン酸；アジピン酸；セバシン酸
；ノルボルネンジカルボン酸；ビシクロオクタンジカルボン酸；１，６－シクロヘキサン
ジカルボン酸及びその異性体；ｔ－ブチルイソフタル酸、トリメリット酸；イソフタル酸
スルホン酸ナトリウム；２，２’－ビフェニルジカルボン酸及びその異性体；及びメチル
又はエチルエステル類のようなそれらの酸の低級アルキルエステル類が挙げられる。用語
「低級アルキル」は、本文中ではＣ１～Ｃ１０の直鎖又は分枝状アルキル基を表す。
【００３２】
　ポリエステル層のグリコールサブユニットを形成するのに用いられる適切なグリコール
モノマー分子は、エチレングリコール、プロピレン・グリコール、１，４－ブタンジオー
ル及びその異性体、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチル・グリコール、ポリエチレ
ングリコール、ジエチレングリコール、トリシクロデカンジオール、１，４－シクロヘキ
サンジメタノール及びその異性体、ノルボルナンジオール、ビシクロ－オクタンジオール
、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、１，４－ベンゼンジメタノール及び
その異性体、ビスフェノールＡ、１，８－ジヒドロキシ・ビフェニル及びその異性体、及
び、１，３－ビス（２－ヒドロキシエトキシ）ベンゼンを包含する。
【００３３】
　本開示の光学フィルムに有用な代表的なポリマーは、例えば、ナフタレンジカルボン酸
とエチレングリコールとの反応によって作製することができるポリエチレンナフタレン酸
（ＰＥＮ）である。ポリエチレン２，６－ナフタレン酸（ＰＥＮ）は、しばしば第１ポリ
マーとして選択される。ＰＥＮは大きな正の応力光係数を有し、伸張後に効果的に複屈折
を保持し、可視領域の範囲内でほとんど又は全く吸光度を有さない。ＰＥＮはまた等方性
状態の大きな屈折率を有する。偏光平面が伸張方向と平行になる時、５５０ｎｍ波長の偏
光入射光線におけるその屈折率は約１．６４から約１．９もの高さまで増加する。分子の
延伸の増加によって、ＰＥＮの複屈折が増加する。分子の延伸は、他の伸張状態を固定し
たまま材料をより大きな伸張割合まで伸張することにより増加し得る。第１ポリマーとし
て好適な他の半結晶性ポリエステルには、例えば、ポリブチレン２，６－ナフタレン酸（
ＰＢＮ）、ポリエチレンテレフタラート（ＰＥＴ）、及びそれらのコポリマーが挙げられ
る。
【００３４】
　幾つかの代表的な実施形態では、第２光学層の第２ポリマーは、完成したフィルムにお
いて少なくとも１つの方向の屈折率が同じ方向の第１ポリマーの屈折率と有意に異なるよ
うに選択されるべきである。つまり、ポリマー材料は典型的には分散性であって、屈折率
は波長に応じて変化するので、これらの条件は問題となる特定のスペクトル帯域幅によっ
て判断されるべきである。これまでの議論によって、第２ポリマーの選択は、問題の多層
光学フィルムの用途の指定だけでなく、第１ポリマーの選択並びに処理条件に依存するこ
とが理解できよう。
【００３５】
　光学フィルム、特に第１光学層の第１ポリマーに使用されて好適な他の材料が、例えば
、米国特許番号第６，３５２，７６２号、米国特許番号第６，４９８，６８３号、米国特
許出願通し番号第０９／２２９７２４号、米国特許出願通し番号第０９／２３２３３２号
、米国特許出願通し番号第０９／３９９５３１号及び米国特許出願通し番号第０９／４４
４７５６号に記載されており、参照により本明細書に組み込まれる。第１ポリマーとして
有用な他のポリエステルは、９０ｍｏｌ％のジメチルナフタレン酸ジカルボキシレート及
び１０ｍｏｌ％のジメチルテレフタラート由来のカルボキシレートサブユニット、及び１
００ｍｏｌ％のエチレングリコールサブユニット由来のグリコールサブユニットを有し固
有粘度（ＩＶ）が０．４８ｄＬ／ｇのｃｏＰＥＮである。このポリマーの屈折率はおよそ
１．６３である。本明細書中でこのポリマーは、低融点ＰＥＮ（９０／１０）と称される
。他の有用な第１ポリマーは、イーストマンケミカル社（Eastman Chemical Company）（
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テネシー州キングスポート（Kingsport））から入手可能な０．７４ｄＬ／ｇの固有粘度
を有するＰＥＴである。非ポリエステルポリマーも偏光フィルムを作製するのに有用であ
る。例えば、ポリエーテルイミドをＰＥＮ及びｃｏＰＥＮなどのポリエステルと共に用い
て、多層反射鏡を生成させることができる。ポリエチレンテレフタレートとポリエチレン
（例えば、エンゲージ（Engage）８２００の製品名でミシガン州ミッドランドのダウケミ
カル社（Dow Chemical Corp.）から市販されているもの）など、その他のポリエステル／
ポリエステル以外の物質の組み合わせを用いることができる。
【００３６】
　第２光学層は、第１ポリマーのそれに適合するガラス転移温度を有し、第１ポリマーの
等方性屈折率と類似の屈折率を有する多様なポリマーから作製することができる。光学フ
ィルム、特に第２光学層で使用するのに好適な他のポリマーの例としては、上述のＣｏＰ
ＥＮ以外に、ビニルナフタレン、スチレン、無水マレイン酸、アクリレート及びメタクリ
レートのようなモノマーから作製されるビニルポリマー及びコポリマーが挙げられる。そ
のようなポリマーの例には、ポリ（メチルメタクリレート）（ＰＭＭＡ）などのポリアク
リレート、ポリメタクリレート、及びアイソタクチックポリスチレン又はシンジオタクチ
ックポリスチレンが挙げられる。他のポリマーには、ポリスルホン、ポリアミド、ポリウ
レタン、ポリアミン酸、及びポリイミドなどの縮合ポリマーが挙げられる。更には、第２
光学層は、ポリエステル及びポリカーボネートのようなポリマー及びコポリマーから形成
させることができる。
【００３７】
　その他の代表的な好適な、とりわけ第２光学層での使用に好適なポリマーとしては、デ
ラウェア州ウィルミントンのイネオスアクリリクス社（Ineos Acrylics, Inc.）からＣＰ
７１及びＣＰ８０の製品名で市販されているようなポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ
）、又は、ＰＭＭＡよりもガラス転移温度の低いポリエチルメタクリレート（ＰＥＭＡ）
のホモポリマーが挙げられる。追加の第２ポリマーとしては、７５重量％のメチルメタク
リレート（ＭＭＡ）モノマー及び２５重量％のエチルアクリレート（ＥＡ）モノマーから
作られているｃｏＰＭＭＡ（イネオスアクリリクス社（Ineos Acrylics, Inc.）からパー
スペックス（Perspex）ＣＰ６３の製品名で市販されている）、ＭＭＡコモノマーユニッ
ト及びｎ－ブチルメタクリレート（ｎＢＭＡ）コモノマーユニットによって形成されてい
るｃｏＰＭＭＡ、又は、ＰＭＭＡと、テキサス州ヒューストンのソルベーポリマーズ社（
Solvay Polymers, Inc.）からソレフ（Solef）１００８の製品名で市販されているような
ポリ（フッ化ビニリデン）（ＰＶＤＦ）のブレンドといったＰＭＭＡ（ｃｏＰＭＭＡ）の
コポリマーが挙げられる。
【００３８】
　更に、特に第２層に使用する他の好適なポリマーには、例えばダウ・デュポンエラスト
マーズ（Dow-Dupont Elastomers）から商標表記エンゲージ（Engage）８２００として入
手可能なポリ（エチレン－ｃｏ－オクテン）（ＰＥ－ＰＯ）のようなポリオレフィンコポ
リマー、テキサス州ダラス（Dallas）のフィナオイルアンドケミカル社（Fina Oil and C
hemical Co）から商標表記Ｚ９４７０として入手可能なポリ（プロピレン－ｃｏ－エチレ
ン）（ＰＰＰＥ）、及びユタ州ソルトレイクシティ（Salt Lake City）のハンツマンケミ
カル社（Huntsman Chemical Corp）から商標表記レックスフレックス（Rexflex）Ｗ１１
１として入手可能なアタクチックポリプロピレン（ａＰＰ）及びイソタクチックポリプロ
ピレン（ｉＰＰ）のコポリマーが挙げられる。光学フィルムには更に、例えば、第２光学
層に、デラウェア州ウィルミントンのＥ．Ｉ．デュポンデュヌムール社（E.I. duPont de
 Nemours & Co., Inc.）からバイネル（Bynel）４１０５の製品名で市販されているよう
な線状低密度ポリエチレン－ｇ－無水マレイン酸（ＬＬＥＰＥ－ｇ－ＭＡ）などの官能化
ポリオレフィンを搭載することもできる。
【００３９】
　偏光子の場合の材料の代表的な組み合わせとしては、ＰＥＮ／ｃｏ－ＰＥＮ、ポリエチ
レンテレフタレート（ＰＥＴ）／ｃｏ－ＰＥＮ、ＰＥＮ／ｓＰＳ、ＰＥＮ／イースター（
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Eastar）、及び、ＰＥＴ／イースター（Eastar）が挙げられるが、ここで「ｃｏ－ＰＥＮ
」はナフタレンジカルボン酸（既述済み）系のコポリマー又はブレンドを意味しており、
イースター（Eastar）は、イーストマンケミカル社（Eastman Chemical Co.）から市販さ
れているポリシクロヘキサンジメチレンテレフタレートである。ミラーの場合の材料の代
表的な組み合わせとしては、ＰＥＴ／ｃｏＰＭＭＡ、ＰＥＮ／ＰＭＭＡ又はＰＥＮ／ｃｏ
ＰＭＭＡ、ＰＥＴ／ＥＣＤＥＬ、ＰＥＮ／ＥＣＤＥＬ、ＰＥＮ／ｓＰＳ、ＰＥＮ／ＴＨＶ
、ＰＥＮ／ｃｏ－ＰＥＴ、ＰＥＴ／ｃｏ－ＰＥＴ及びＰＥＴ／ｓＰＳが挙げられ、ここで
「ｃｏ－ＰＥＴ」は、テレフタル酸（既述済み）に基づくコポリマー又はブレンドを指し
、ＥＣＤＥＬは、イーストマンケミカル社（Eastman Chemical Co.）から市販されている
熱可塑性ポリエステルであり、ＴＨＶは、３Ｍ社（3M Company）から市販されているフル
オロポリマーである。ＰＭＭＡはポリメチルメタクリレートを表し、ＰＥＴＧは第２グリ
コール（通常はシクロヘキサンジメタノール）に用いるＰＥＴのコポリマーを表す。ｓＰ
Ｓは、シンジオタクチックポリスチレンを指す。
【００４０】
　他の実施形態では、光学フィルムは、ブレンド光学フィルムであることができ、又はそ
れを包含することができる。幾つかの代表的な実施形態では、ブレンド光学フィルムは、
拡散反射型偏光子であってもよい。本開示による典型的なブレンドフィルムでは、少なく
とも２つの異なる材料のブレンド（又は混合物）が使用される。特定の軸に沿った２つ又
はそれ以上の材料の屈折率の不整合が使用され、その軸に沿って偏光される入射光線を実
質的に散乱させ、その光線の有意な量の拡散反射をもたらすことができる。２つ又はそれ
以上の材料の屈折率が整合される軸の方向に偏光される入射光線は、実質的に透過され又
は少なくともずっと少ない程度の散乱のみを伴って透過されることになる。材料の相対屈
折率など、光学フィルムの他の特性を制御することにより、拡散反射型偏光子が構成され
得る。このようなブレンドフィルムは、多くの異なる形態を取ることができる。例えば、
ブレンド光学フィルムは、１つ以上の共連続相、１つ以上の連続相内の１つ以上の分散相
、又は共連続相を包含してもよい。様々なブレンドフィルムの一般的な形成及び光学特性
が、米国特許番号第５，８２５，５４３号及び米国特許番号第６，１１１，６９６号で更
に論じられており、その開示が、参照により本明細書に組み込まれる。
【００４１】
　図３は、第１材料と、第１材料に実質的に不混和性である第２材料とのブレンドから形
成される本開示の実施形態を図解している。図３では、光学フィルム２０１は、連続（マ
トリックス）相２０３と分散（不連続）相２０７から形成される。連続相は、第１材料を
含んでもよく、第２相は、第２材料を含んでもよい。フィルムの光学特性を使用し、拡散
反射型偏光フィルムを形成してもよい。このようなフィルムでは、連続及び分散相材料の
屈折率は、１つの面内軸に沿って実質的には同じになり、別の面内軸に沿って実質的には
異なる。一般に、材料の一方又は両方が、適切な条件下での伸張又は延伸の結果、面内複
屈折を発現することができる。図３に示したものなどの拡散反射型偏光子では、フィルム
の１つの面内軸の方向の材料の屈折率をできるだけ緊密に整合させ、同時に他の面内軸の
方向にはできるだけ大きい屈折率の不整合を有するようにすることが望ましい。
【００４２】
　光学フィルムが、図３に示すような分散相と連続相とを包含するブレンドフィルム、又
は第１共連続相と第２共連続相とを包含するブレンドフィルムである場合、多くの異なる
材料が、連続相又は分散相として使用されてもよい。このような材料としては、シリカ系
ポリマーなどの無機材料、液晶などの有機材料並びにモノマー、コポリマー、グラフトポ
リマー及びこれらの混合物又はブレンドを含むポリマー材料が挙げられる。拡散反射型偏
光子の特性を有するブレンド光学フィルムの連続及び分散相又は共連続相として使用され
るように選択された材料は、幾つかの代表的な実施形態では、面内複屈折を導入するため
第２セットの加工条件下で延伸可能な少なくとも１つの光学材料及び第２セットの加工条
件下で感知されるほどに延伸せず、感知されるほどの量の複屈折を発現しない少なくとも
１つの材料を包含してもよい。
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【００４３】
　ブレンドフィルムの材料選択に関する詳細が、米国特許第５，８２５，５４３号及び米
国特許第６，５９０，７０５号に詳述されており、その両方が参照により組み込まれる。
【００４４】
　連続相に好適な材料（特定の構造物における分散相又は共連続相に使用されてもよい）
は、イソフタル酸、アゼライン酸、アジピン酸、セバシン酸、ジ安息香酸（dibenzoic）
、テレフタル酸、２，７－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、
シクロヘキサンジカルボン酸及びビ安息香酸（bibenzoic）（４，４’－ビ安息香酸を包
含する）などのカルボン酸に基づくモノマーから作製される材料又は前述の酸の対応する
エステル（即ち、テレフタル酸ジメチル）から作製される材料を包含する非晶質、半結晶
質又は結晶性ポリマー材料であってもよい。これらのうち、２，６－ポリエチレンナフタ
レート（ＰＥＮ）、ＰＥＮとポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）のコポリマー、ＰＥ
Ｔ、ポリプロピレンテレフタレート、ポリプロピレンナフタレート、ポリブチレンテレフ
タレート、ポリブチレンナフタレート、ポリヘキサメチレンテレフタレート、ポリヘキサ
メチレンナフタレート及びその他の結晶性ナフタレンジカルボン酸ポリエステルが好まし
い。ＰＥＮ及びＰＥＴ並びに中間体組成物のコポリマーが、それらのひずみ誘起複屈折及
び伸張後恒久的に複屈折を残すそれらの性能のため特に好ましい。
【００４５】
　幾つかのフィルム構造物の第２ポリマーに好適な材料としては、第１ポリマー材料中に
適切なレベルの複屈折を生成するために使用される条件下で延伸される時に等方性又は複
屈折である材料が挙げられる。好適な例としては、ポリカーボネート（ＰＣ）及びコポリ
カーボネート、ポリスチレン－ポリメチルメタクリレートコポリマー（ＰＳ－ＰＭＭＡ）
、例えば、商標表記ＭＳ　６００（５０％アクリレート含有量）ＮＡＳ　２１（２０％ア
クリレート含有量）としてペンシルベニア州ムーンタウンシップ（Moon Township）のノ
バケミカル（Nova Chemical）から入手可能なものなどのＰＳ－ＰＭＭＡ－アクリレート
コポリマー、例えば、商標表記ＤＹＬＡＲＫとしてノバケミカル（Nova Chemical）から
入手可能なものなどのポリスチレン無水マレイン酸コポリマー、アクリロニトリル・ブタ
ジエン・スチレン（ＡＢＳ）及びＡＢＳ－ＰＭＭＡ、ポリウレタン、ポリアミド、特にナ
イロン６、ナイロン６，６及びナイロン６，１０などの脂肪族ポリアミド、ミシガン州ミ
ッドランド（Midland）のダウケミカルから入手可能なＴＹＲＩＬなどのスチレン－アク
リロニトリルポリマー（ＳＡＮ）、及び例えば、バイエルプラスチックス（Bayer Plasti
cs）から商標表記マクロブレンド（Makroblend）として入手可能なポリエステル／ポリカ
ーボネートアロイ、ＧＥプラスチックス（GE Plastics）から商標表記キシレックス（Xyl
ex）として入手可能なもの、イーストマンケミカル（Eastman Chemical）から商標表記Ｓ
Ａ　１００及びＳＡ　１１５として入手可能なものなどのポリカーボネート／ポリエステ
ルブレンド樹脂、例えばＣｏＰＥＴ及びＣｏＰＥＮを含む脂肪族コポリエステル類などの
ポリエステル、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）並びにポリクロロプレンが挙げられる。
【００４６】
　１つの態様では、本開示は、例えば光学ディスプレイに有用な拡幅の延伸された光学フ
ィルムのロールを作製する方法を対象としており、そこでは延伸された光学フィルムの有
効な延伸軸は、一般にロールの長さにそろえられる。反射型偏光フィルムなどのこのフィ
ルムのロールは、ロールの長さに沿ったブロック状態軸を有する吸収型偏光フィルムなど
の他の光学フィルムのロールに容易にラミネートされてもよい。１つの代表的なロールは
、ＭＤに沿った有効な延伸軸を特徴とする複屈折材料を含む延伸された光学フィルムを包
含し、ＴＤに沿って偏光された光の屈折率とＮＤに沿って偏光された光の屈折率との間の
正規化された差が、０．０６未満である。
【００４７】
　本開示の代表的な方法は、少なくとも１つのポリマー材料、好ましくは少なくとも第１
ポリマー材料及び第２ポリマー材料から作製される光学フィルムをもたらす工程を包含し
、ポリマー材料の少なくとも１つは複屈折を発現することができる。光学フィルムは、本
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明細書では押し並べて第１延伸工程と呼ばれる第１の工程でクロスウェブ（ＴＤ）方向に
伸張又は延伸され、たとえあるとしても低面内複屈折だけがフィルム内に発現されるよう
に第１セットの加工条件下でフィルムを拡幅する。
【００４８】
　本明細書で使用する時、用語「拡幅する」とは、フィルム寸法が、ポリマー分子に実質
的な分子延伸を導入することなしに好ましくは分子延伸がない状態で変更され、フィルム
を構成する加工工程を指す。フィルムが第１加工工程で拡幅される場合、加工条件、例え
ば温度は、第１加工工程及び第２加工工程後フィルムが容認できないほど不均一にならず
、光学フィルムの品質要件を満すことができるように選択されるべきである。
【００４９】
　本明細書で使用する時、用語「延伸」とは、フィルム寸法が変更され、分子延伸がフィ
ルムを構成するポリマー材料の１つ以上に引き起こされる加工工程を指す。本明細書では
押し並べて第２延伸工程と呼ばれる第２加工工程では、フィルムは、第２セットの加工条
件下でダウンウェブ（ＭＤ）方向に延伸され、所望の用途の光学フィルムに十分な複屈折
を引き起こす。更に、追加の伸張又は延伸工程（複数）が、別々に又は第１延伸工程及び
第２延伸工程と共に使用され、フィルムの光学特性（例えば、光学均一性、反り、剥離接
着、複屈折及びその類）を改善できる。第２延伸工程の間に、フィルムは、クロスウェブ
（ＴＤ）方向に沿って緩和される間に、ダウンウェブ（ＭＤ）方向に沿って延伸される。
幾つかの代表的な実施形態では、第２延伸工程の間に、フィルムは、クロスウェブ（ＴＤ
）方向に沿って、並びに垂直（厚さ）方向（ＮＤ）に沿って緩和される間に、ダウンウェ
ブ（ＭＤ）方向に沿って延伸される。
【００５０】
　本開示により延伸された光学フィルムを作製する代表的なプロセスが、図４に概略的に
示される。先ず、光学フィルムを装置３００に供給し、フィルムをクロスウェブ（ＴＤ）
方向若しくはダウンウェブ（ＭＤ）方向又は所望により両方に伸張させる。フィルムに適
用される伸張工程は、逐次又は同時であってもよい。例えば、図４の装置は、チェーンの
配列、又はフィルムウェブの縁部を把持する磁気駆動クリップ３０２を包含してもよい。
個々のクリップは、コンピュータ制御され、フィルムウェブ３０４にそれが装置３００を
通って移動する時、各種の伸張プロファイルを提供するようにしてもよい。
【００５１】
　図４に示されない代替的実施形態では、光学フィルム３０４は、可変ピッチスクリュー
（varying-pitched screws）の配列により規定されるプロファイルで伸張されてもよい。
スクリューは、ＭＤ伸張のプロファイルと相対量を制御し、ＴＤプロファイルを制御する
レールに沿って置かれ、他のプロセス条件と共同して伸張する。図４に示していない更に
別の実施形態では、光学フィルム３０４は、機械パンタグラフ－レールシステムにより規
定されるプロファイルで伸張されてもよく、機械パンタグラフ－レールシステムでは、Ｍ
Ｄ伸張比を部分的に制御する個々のクリップの分離が、機械パンタグラフにより制御され
、そこではＴＤ伸張比は、クリップが移動するレール経路によって部分的に規定される。
本開示によりフィルムを伸張するのに好適な幾つかの代表的な方法及び装置が、米国特許
番号第３，１５０，４３３号（カンフ（Kampf））及び米国特許番号第４，８５３，６０
２号（ホームズ（Hommes））に記載されており、両方が参照により本明細書に組み込まれ
る。装置３００に供給されたフィルム３０４は、溶媒キャスト又は押し出しキャストフィ
ルムであってもよい。図４に図解された実施形態では、フィルム３０４は、ダイ３０６か
ら放出された押し出しフィルムであり、少なくとも１つ、好ましくは２つのポリマー材料
を包含する。光学フィルム３０４は、予定された用途に依存して大きく変わることも可能
で、図１に示したようなモノリシック構造、図２に示したような層状構造、若しくは図３
に示したようなブレンド構造、又はこれらの組み合わせを有してもよい。
【００５２】
　光学フィルム３０４に使用されるために選択される材料は、後続する延伸工程の前に好
ましくはすべての望ましくない延伸をなくさなければならない。あるいは、第１延伸工程
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を支援するプロセスとしてキャスト又は押し出し工程中に意図的な延伸を引き起こすこと
ができる。例えば、キャスト又は押し出し工程は、第１延伸工程の一部と考えられてもよ
い。フィルム３０４の材料は、光学フィルムの最終用途に基づき選択される、そしてそれ
は、すべての延伸工程後、面内複屈折を発現することになり、反射型偏光特性などの反射
特性を有してもよい。本出願に詳細に記載された１つの代表的な実施形態では、フィルム
３０４の材料に光学接続された材料が選択され、すべての延伸工程後、フィルムに反射型
偏光子の特性を付与する。
【００５３】
　図４を更に参照すると、ひとたび光学フィルム３０４がダイ３０６から押し出され、な
いしは別の方法で装置３００に提供されると、光学フィルム３０４は、フィルム３０４の
縁部を把持するクリップ３０２の適切な配置によりゾーン３１０内の第１延伸工程で伸張
される。第１延伸工程は、第１セットの加工条件下（延伸温度、延伸速度及び延伸比の少
なくとも１つ（例えばＴＤ／ＭＤ延伸速度））で行われ、フィルム３０４は、クロスウェ
ブ（ＴＤ）方向に幅が広くなる。第１セットの加工条件は、フィルムに引き起こされるい
ずれの追加の複屈折も低いように、即ち第１延伸工程でフィルム３０４のポリマー材料に
引き起こされるのは微小以下の複屈折であるように、好ましくは複屈折が実質的にないよ
うに、最も好ましくは複屈折がないように選択されるべきである。幾つかの代表的な実施
形態では、第１延伸工程後、面内複屈折は、約０．０５未満、約０．０３未満、より好ま
しくは約０．０２未満、最も好ましくは約０．０１未満である。
【００５４】
　所定のセットの加工条件下で延伸するポリマー材料の傾向は、ポリマーの粘弾性挙動の
結果であり、一般にポリマー材料の分子緩和速度の結果である。分子緩和速度は、平均最
長総緩和時間（即ち総分子再配列）又は同時間の分布を特徴とし得る。平均最長総緩和時
間は、典型的に温度増加と共に増加し、ガラス転移温度近辺で非常に大きい値に接近する
。平均最長総緩和時間は、ポリマー材料の結晶化及び／又は架橋により増加させることも
できる、そしてそれは、実際上、典型的に使用される加工時間及び温度条件下でこの最長
モードのすべての緩和を抑制する。分子量及び分布並びに化学的組成及び構造（例えば、
分枝）が最長緩和時間に影響を及ぼすこともある。
【００５５】
　特定ポリマー材料の平均最長緩和時間が、およそプロセス延伸時間に等しいかそれ以上
である場合、材料において実質的な分子延伸が延伸方向に発生することになる。したがっ
て、高い及び低いひずみ速度が、それぞれ平均最長緩和時間未満又はそれを超える時間に
わたり材料を延伸する工程に対応する。所定の材料の応答は、プロセスの延伸温度、延伸
速度及び延伸比を制御することにより変更することができる。
【００５６】
　延伸プロセス中の延伸の程度は、広い範囲にわたって正確に制御することができる。特
定の延伸プロセスでは、延伸プロセスによって、実際にフィルムの少なくとも１つの方向
の分子延伸量を減少させることができる。延伸方向において、延伸プロセスにより引き起
こされる分子の延伸は、実質的に延伸がない状態から僅かに光学的な延伸がある状態（例
えばフィルムの光学特性に無視できる程度に僅かな影響をもたらす延伸）、更には後続の
プロセス工程中に取り除くことができる様々な程度の光学的な延伸の範囲にわたる。
【００５７】
　光学的な延伸の相対強度は、フィルムの材料と相対屈折率に依存する。例えば、強い光
学的な延伸は、所定の材料の全固有（標準化された）複屈折に関係し得る。また、所定の
延伸プロセス順序において、延伸強度が材料間に実現可能な標準化屈折率差の総量に関係
することもあり得る。分子の延伸のある規定量が、１つの文脈においては強い光学的な延
伸と考えられ、別の文脈においては弱い又は非光学的な延伸と考えられる場合があること
もいうまでもない。例えば、第１面内軸と平面外軸間の特定の複屈折量は、第２面内軸と
平面外軸間の非常に大きい複屈折との関連で見る時、低いと考えられる場合がある。十分
に短い時間及び／又は十分に低い温度で行われ、本開示の光学フィルムに包含される少な
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くとも１つの材料に幾らかの又は相当量の光学的な分子の延伸を引き起こすプロセスは、
それぞれ弱い又は強い光学的に延伸した延伸プロセスである。長い時間及び／又は十分に
高い温度にわたって行われ、ほとんど又は全く分子の延伸が発生しないようなプロセスは
、それぞれ弱い又は実質的に非光学的な延伸プロセスである。
【００５８】
　プロセス条件に対する１つ以上の材料の延伸／不延伸応答を考慮して材料及びプロセス
条件を選択することにより、たとえあるとしても各延伸工程の軸に沿った延伸量は、材料
毎に別々に制御され得る。しかし、特定の延伸プロセスにより引き起こされる分子の延伸
の量は、生じたフィルムの分子の延伸をそれ自体で必ずしも規定するものではない。第１
延伸プロセスでの非光学的な有効な延伸量は、第２若しくは後続する延伸工程の更なる分
子の延伸を補償し又は補助するため、１つの材料に対して許容される。
【００５９】
　延伸プロセスは、第１の近似で材料の延伸される変化を画定するが、高密度化などの二
次的なプロセス又は結晶化などの相転移も、延伸的な特性に影響を及ぼすことがある。極
端な材料の相互作用（例えば、自己集合又は液晶遷移）の場合には、これらの影響の方が
大きいこともあり得る。典型的な場合、例えば、ポリマー分子の主鎖が流れとそろえられ
る傾向がある延伸ポリマーは、ひずみ誘起結晶化などが延伸的な特性に二次的な影響だけ
を有する傾向になるような効果をもたらす。しかし、ひずみ誘起及び他の結晶化は、こう
した延伸の強度に有意な影響を有する（例えば、弱い延伸性引き上げを強い延伸性引き上
げに変えることがあり得る）。したがって、光学フィルム３０４に使用されるために選択
される材料はいずれも、第１延伸工程に適用される第１セットの加工条件で急速な結晶化
が可能なものであってはならず、材料の１つは、感知されるほど結晶化が可能ものであっ
てはならない。その結果、幾つかの用途では、ＰＥＮ及びＰＥＴのコポリマーなど、第１
セットの加工条件下でＰＥＮより遅く結晶化するｃｏＰＥＮが好ましい場合がある。好適
な一例は、ＰＥＮ９０％とＰＥＴ１０％のコポリマーであり、本明細書では低融点ＰＥＮ
（ＬｍＰＥＮ）と呼ぶ。
【００６０】
　第１延伸工程の第１セットの加工条件は、フィルム３０４を構成するポリマー又はポリ
マー類により大きく変わり得る。一般に、高温、低延伸比及び／又は低ひずみ速度で延伸
される時、ポリマーは粘稠な液体のように流れ、分子延伸がほとんど又は全く存在しない
傾向がある。低温及び／又は高ひずみ速度で、ポリマーは、付随的分子の延長によって、
固体のように弾力的に延伸される傾向がある。低温プロセスは、典型的に非晶質ポリマー
材料のガラス転移温度未満、好ましくは近辺であり、一方高温プロセスは、通常ガラス転
移温度を超え、好ましくは相当程度超える。したがって、第１延伸工程は、典型的に高温
（ガラス転移温度を超える）及び／又は低ひずみ速度で行われ、ほとんど又は全く分子的
な延伸をもたらさないようにすべきである。本開示の典型的な実施形態では、第１延伸工
程において、温度は、ポリマーが感知されるほど延伸しない十分な高さにすべきであるが
光学フィルムの１つ以上のポリマーが静止結晶化するほど高くすべきではない。静止結晶
化は、往々にして望ましくないと考えられている、というのは、それは、過度なヘイズな
どの悪影響を及ぼす光学特性をもたらす場合があるからである。更に、フィルムが加熱さ
れる時間、即ち温度増加速度は、望ましくない延伸を避けるように調節すべきである。
【００６１】
　例えば、高屈折率材料としてＰＥＮを有する、図２に示したような光学フィルムでは、
第１延伸工程の温度範囲は、光学フィルムのポリマーの少なくとも１つのガラス転移温度
より、時には光学フィルムのすべてのポリマーのガラス転移温度より約２０℃～約１００
℃高い。幾つかの代表的な実施形態では、第１延伸工程の温度範囲は、光学フィルムのポ
リマーの少なくとも１つ、往々にして光学フィルムのポリマーすべてのガラス転移温度よ
り約２０℃～約４０℃高い。
【００６２】
　第１加工条件が適用される第１延伸工程では、例えば、図４に示すゾーン３１０におい
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て、フィルム３０４は、好ましくはクロスウェブ（ＴＤ）方向に伸張又は延伸される。し
かし、フィルム３０４は、所望によりクロスウェブ（ＴＤ）方向の伸張／延伸が発生する
と同時にダウンウェブ（ＭＤ）方向にも伸張若しくは延伸されてもよく、即ちフィルムは
、２軸的に伸張若しくは延伸されてもよく、又はフィルム３０４は、低面内複屈折、例え
ば僅かに面内複屈折する状態、好ましくは実質的に面内複屈折がない状態、より好ましく
は面内複屈折がない状態だけがフィルム３０４のポリマー材料にもたらされる限り、ＴＤ
に伸張後ＭＤ方向に伸張されてもよい。
【００６３】
　フィルム３０４に第１セットの加工条件を適用した後、多くの場合それに続いて、別の
第２延伸工程において、第２セットの加工条件が図４に示すゾーン３２０のフィルムに適
用される。ゾーン３２０の幾つかの代表的な具体的構成が以下に提供されるが、ゾーン３
２０は、本開示の原則によって光学フィルム３０４が延伸されるいかなる他の好適な構成
を有してもよい。第２延伸工程では、光学フィルム３０４はダウンウェブ（ＭＤ）方向に
延伸され、その結果、複屈折がフィルムの少なくとも１つのポリマー材料に引き起こされ
、第２延伸工程後少なくとも１つの複屈折材料の有効な延伸軸がＭＤに沿って配置される
。光学フィルムが第１ポリマー材料及び第２ポリマー材料を包含する実施形態では、好ま
しくは第１面内軸（例えば、ＭＤ）に沿って第１材料と第２材料との間で屈折率不整合が
引き起こされ、第１面内軸に対して直交している第２面内軸（例えば、ＴＤ）に沿っては
第１材料と第２材料の間で、実質的に屈折率不整合は引き起こされない。幾つかの代表的
な実施形態では、第１面内軸は、有効な延伸軸と一致する。
【００６４】
　幾つかの代表的な実施形態では、第２延伸工程中に伸張方向（ＭＤ）に沿ってもたらさ
れる正規化された面内屈折率の差は、少なくとも約０．０６、少なくとも約０．０７、好
ましくは少なくとも約０．０９、より好ましくは少なくとも約０．１１、更により好まし
くは少なくとも約０．２である。少なくとも第１及び第２の異なるポリマー材料を包含す
る代表的な実施形態では、第２延伸工程後、ＭＤに沿った第１材料及び第２材料の面内屈
折率は、少なくとも約０．０５のみ、好ましくは少なくとも約０．１のみ、より好ましく
は少なくとも約０．１５のみ、最も好ましくは少なくとも約０．２のみ異なってもよい。
より一般的には、反射型偏光子の場合、光学フィルムの他の態様をできるだけ有意に劣化
させない限りにおいて、できるだけ大きいＭＤに沿った屈折率不整合値を有することが望
ましい。これらの特性は、以下に記載される第２延伸工程と同時に又はその後行われる追
加の工程／プロセスにより改善することができる。
【００６５】
　第２延伸工程後、例えば面内（ＴＤ）方向の整合した面内屈折率の間の正規化された屈
折率の差が、たとえあるとしても、約０．０６未満、より好ましくは約０．０３未満、最
も好ましくは約０．０１未満であることが一般に望ましい。同様に、代表的な光学フィル
ムの厚さ方向、例えば、面外（ＮＤ）方向の屈折率の間のいずれかの正規化された差が、
約０．１１未満、約０．０９未満、約０．０６未満、より好ましくは約０．０３未満、最
も好ましくは約０．０１未満であることが望ましい可能性がある。更に、少なくとも第１
の異なるポリマー材料及び第２の異なるポリマー材料を包含する代表的な実施形態では、
第２延伸工程後、ＴＤ、ＮＤ、又はＴＤ及びＮＤに沿った第１材料の面内屈折率及び第２
材料の面内屈折率は、約０．０３未満、より好ましくは約０．０２未満、最も好ましくは
約０．０１未満、異なってもよい。他の代表的な実施形態では、これらの条件は、第１延
伸工程後及び第２延伸工程後又はいずれかの追加のプロセス工程後に満たされてもよい。
【００６６】
　第２延伸工程では、代表的な光学フィルム３０４は、フィルムの第２面内軸（ｙ又はク
ロスウェブ方向（ＴＤ））において並びに厚さ方向（ｚ又は垂直方向（ＮＤ））に沿って
、フィルムを収縮又は緩和させながら、フィルムの第１面内軸（ｘ又は縦方向（ＭＤ））
に沿って延伸される。これらの加工条件は、複屈折材料の屈折率が更に一軸性を得ること
を可能にし、そのため、こうしたプロセスは、実質的に一軸の伸張又は延伸と呼ばれても
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料を含む延伸された光学フィルムの製造を可能にし、及びＴＤに沿って偏光された光の屈
折率とＮＤに沿って偏光された光の屈折率との間の正規化された差は、０．０６未満であ
る。
【００６７】
　一般に、実質的に一軸の延伸プロセスは、フィルムを伸張することを包含し、それは縦
方向（ＭＤ）、横方向（ＴＤ）、及び垂直方向（ＮＤ）に対応する３つの互いに直交する
軸に関して記載され得る。これらの軸は、図５に図解されるように、フィルムの幅、長さ
、及び厚さに対応する。実質的に一軸の伸張プロセスは、フィルムの領域３２を、最初の
構成３４から最後の構成３６に伸張する。縦方向（ＭＤ）は、フィルムが伸張デバイスを
それに沿って進む一般的な方向であり、横方向（ＴＤ）は、フィルムの平面内の第２軸で
あり、縦方向に直交している。垂直方向（ＮＤ）は、ＭＤ、ＴＤの両方と直交しており、
一般的には、ポリマーフィルムの厚さ寸法に対応している。
【００６８】
　複屈折ポリマーの一軸延伸は、光学フィルム（又はフィルムの層）を提供し、その中で
３つの直交する方向の内の２つの屈折率は実質的に同じである（例えば、図５に図解され
るように、フィルムの幅（Ｗ）及び厚さ（Ｔ）方向）。第３の方向の（例えば、フィルム
の長さ（Ｌ）方向に沿った）屈折率は、他の２つの方向の屈折率とは異なる。伸張変形は
、延伸比のセット：縦方向延伸比（ＭＤＤＲ）、横方向延伸比（ＴＤＤＲ）、及び垂直方
向延伸比（ＮＤＤＲ）として記載され得る。フィルム３２に関して決定される時、特定の
延伸比は一般に、所望の方向（例えばＴＤ、ＭＤ、又はＮＤ）におけるフィルム３２’の
現在のサイズ（例えば長さ、幅、又は厚さ）と、その同じ方向におけるフィルム３２の最
初のサイズ（例えば長さ、幅、又は厚さ）との比として定義される。
【００６９】
　横方向の寸法の増加を伴う完全な一軸伸張条件は、図５に図解されるように、それぞれ
、λ、（λ）－１／２、及び（λ）－１／２のＭＤＤＲ、ＴＤＤＲ、及びＮＤＤＲを結果
として生じる（材料の一定密度を仮定する）。換言すれば、伸張中の均一密度を仮定する
と、ＭＤに沿って一軸に延伸されるフィルムは、伸張を通じてＴＤＤＲ＝（ＭＤＤＲ）－

１／２となるものである。一軸性の程度に関する有用な指標Ｕは、以下のように定義する
ことができる。
【００７０】
【数１】

【００７１】
　完全な一軸伸張については、Ｕは、伸張を通じて１である。Ｕが１未満の場合、伸張条
件は「準一軸性」と見なされる。Ｕが１を超える場合は、伸張条件は「超一軸性」と見な
される。Ｕが１を超える状態は、様々なレベルの過緩和状態を表している。しかしながら
、フィルムの密度が、ρｆの要因により変化する場合、そこでは、ρｆ＝ρ０／ρであり
、ρは、伸張プロセス中の現時点での密度であり、及びρ０は、伸張開始時の最初の密度
であり、そして予想されるように、ＮＤＤＲ＝ρｆ／（ＴＤＤＲ＊ＭＤＤＲ）である。予
想されるように、Ｕは、密度の変化について補正され得、次の式によりＵｆを与える：
【００７２】
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【数２】

【００７３】
　典型的には、完全な一軸延伸が必要ではなく、最適条件からのある程度の偏位が、光学
フィルムの最終用途を包含する多様な要因に依存して許容され得る。これに代わり、延伸
中にわたって、又は、延伸の特定部分中に維持させるＵの最小値若しくは閾値、又はＵの
平均値を定義することができる。例えば、Ｕの許容可能な最小値／閾値、又は平均値は、
所望に応じて、又は特定の用途での必要性に応じて、０．７、０．７５、０．８、０．８
５、０．９、又は０．９５であり得る。
【００７４】
　許容可能な、ほぼ一軸の用途の例として、液晶ディスプレイ用途に使用される反射型偏
光子のオフ角特性は、ＴＤが主要な一軸延伸方向である時、ＭＤとＮＤとの屈折率の差に
より強く影響を受ける。０．０８というＭＤ及びＮＤの指数の差異は一部の用途では許容
可能である。０．０４という差異もその他の用途で許容することができる。より厳密な用
途では、０．０２以内という差異が好ましい。例えば、多くの場合、一軸横延伸フィルム
用に、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）又はＰＥＮのコポリマーが含まれているポリ
エステル系において、波長６３３ｎｍで０．０２以内というＭＤ方向とＮＤ方向の屈折指
数差を実現させるためには、０．８５という一軸特性度で十分である。一部のポリエステ
ル系、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）では、実質的に一軸性ではない延
伸フィルムの屈折指数の本質的差異が小さいため、０．８０、更には０．７５という更に
低い値のＵが許容可能と思われる。
【００７５】
　準一軸延伸では、真の一軸特性の最後の値を用いて、以下の等式によりｙ（ＴＤ）方向
とｚ（ＮＤ）方向との間を整合する屈折率のレベルを推定することができる。
【００７６】
　Δｎｙｚ＝Δｎｙｚ（Ｕ＝０）×（１－Ｕ）
　ここで、Δｎｙｚは、ある値ＵについてのＴＤ方向（即ちｙ－方向）とＮＤ方向（即ち
ｚ－方向）の屈折率の間の差であり、及びΔｎｙｚ（Ｕ＝０）は、ＴＤＤＲが延伸を通じ
て一体に保たれる場合を除き、等しく延伸されるフィルムの屈折率の差である。この相関
関係は、多様な光学フィルムで用いられているポリエステル系（ＰＥＮ、ＰＥＴ、及び、
ＰＥＮ又はＰＥＴのコポリマーなど）については容易に予測可能であることが分かってい
る。これらのポリエステル系では、Δｎｙｚ（Ｕ＝０）は典型的には、２つの面内方向Ｔ
Ｄ（ｙ－軸）とＭＤ（ｘ－軸）との間の屈折差である、差Δｎｘｙ（Ｕ＝０）の約１／２
以上である。Δｎｘｙ（Ｕ＝０）の典型的な値は６３３ｎｍにおいて最大約０．２６であ
る。Δｎｙｚ（Ｕ＝０）の典型的な値は６３３ｎｍにおいて最大０．１５である。例えば
、９０／１０ｃｏＰＥＮ、即ち、約９０％のＰＥＮ様繰り返し単位及び１０％のＰＥＴ様
繰り返し単位を含むコポリマーの典型的な最大伸長値は６３３ｎｍで約０．１４である。
実際のフィルム延伸比によって測定した場合にＵの値が０．７５、０．８８、及び０．９
７であり、対応するΔｎｙｚの値が６３３ｎｍにおいて０．０２、０．０１、及び０．０
０３であるこの９０／１０ｃｏＰＥＮが含まれているフィルムを本発明の方法に従って作
製した。
【００７７】
　様々な方法が、第２延伸工程中にゾーン３２０においてフィルムを延伸するために使用
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され得る。例えば図６は、例えば、偏光子のような光学体中の構成要素として使用するの
に好適な多層光学フィルムなどの光学フィルムを実質的に一軸伸張するためのバッチ技術
を図解している。平らな最初のフィルム２４は、矢印２６の方向に伸張されて伸張フィル
ム２２を製造する。フィルム２２は、フィルムの２つの縁部３０が、伸張プロセス後にも
はや平行でないように、ネックダウンしている。フィルムの中心部分２８は、最も有用な
光学特性を提供する。
【００７８】
　他の代表的な実施形態では、長さ延伸機（ＬＯ）がまた使用されて、実質的に一軸の延
伸偏光フィルムを作製する場合がある。ＬＯは、異なる速度のローラー間の少なくとも１
つのスパンにわたって、縦方向（ＭＤ）にフィルムを長手方向に延伸し、その結果、この
スパン又は延伸ギャップに沿って付与される縦方向延伸速度（ＭＤＤＲ）は、本質的に、
最終段階のロールと開始段階のロールの速度の比である。フィルムは縁部の拘束なしにロ
ーラーに自由にかかるため、フィルムは、それが延伸する時に、横方向に沿って幅がネッ
クダウンする可能性があり、並びにフィルムの平面に垂直な方向（ＮＤ又はｚ方向）に沿
ってキャリパーを薄くする可能性がある。
【００７９】
　図７Ａは、ＬＯを包含するフィルムラインの好適な実施形態の一部分を図解している。
連続フィルム９２０は、ローラー９１２によって予備加熱ゾーンの中に運ばれてもよい。
予備加熱ゾーンは、一揃いの加熱されたローラー９１３、放射加熱源９１４、予備加熱オ
ーブン、又はこれらのいずれかの組み合わせを含んでもよい。予備加熱後、フィルム９２
０は、それぞれが最初の遅いロール９０２と最後の速いロール９０６とを含む１つ以上の
伸張ゾーンに運ばれる。それぞれが、延伸ギャップ９４０を通じた速いロール９０６の動
作からのフィルムの引張りに抵抗するように、遅いロール９０２が典型的には駆動される
。代表的な実施形態では、フィルム９２０は、延伸ギャップ９４０において更に加熱され
る。１つの典型的な加熱方法は、例えばＩＲ加熱アセンブリ９５０及び／又は９１７によ
るなどの放射加熱である。
【００８０】
　代表的な実施形態では、ギャップ９４０にわたる延伸後、フィルム９２０は急冷される
。典型的には、速いロール９０６は、フィルム９２０の急冷を少なくとも開始するように
設定された冷却されたロールである。実際には、フィルム９２０は、速いロール９０６と
の接触の際に直ちに急冷されないが、その代わりに速いロール９０６の上で短い距離にお
いて更に延伸されることが見出される場合がある。１つの実施形態では、更なる延伸は、
速いロール９０６との接触後フィルム９２０の約１インチにわたって起こる。更なる冷却
が、例えば、追加のロール９１９の急冷動作を通じて続く場合がある。これらのロール９
１９は、例えばフィルムの張力を低下し及びＭＤの縮みを許すために又は冷却の際の熱収
縮に見合うように、速いロール９０６に比べて減速された速度に設定されてもよい。時に
は、最後の仕上げゾーン９２１が使用され得る。１つの実施形態では、仕上げゾーン９２
１もまた、ＭＤ収縮を可能にするために、例えば放射ヒーターにより加熱されるが、一方
でこのプロセスは、伸張する延伸ギャップの張力から分離される。
【００８１】
　図７Ｂ及び図７Ｃは、長さ延伸機スレッディングシステム９００及び９１０の２つの実
施形態の概略図である。図７Ｂでは、プルロール９０２、９０４、及び９０６は、Ｓラッ
プ構成に据え付けられる。図７Ｃでは、プルロールは、直線の、垂直な、又は卓上の構成
に据え付けられる。代表的な実施形態では、相対的な観点から、ロール９０２はゆっくり
と回転し、ロール９０４は中間の速度で回転し、ロール９０６は素早く回転する。代表的
な実施形態では、相対的な観点から、ロール９０２は加熱され、及びロール９０６は冷却
される。
【００８２】
　長さ延伸機という用語は、ポリマー９２０の連続フィルム又はウェブが運ばれて、少な
くとも１対のローラー間のスパン又は延伸ギャップ９４０において伸張されるが、その対
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の最終段階のロール９０６の直線（接線）速度が、開始段階のロール９０２の直線速度よ
り速い、一連の伸張装置を包含する。フィルム径路に沿った速いロールと遅いロールとの
差別的な速度の比は、スパン９４０にわたる縦方向の延伸比（ＭＤＤＲ）とおよそ等しい
。
【００８３】
　フィルム９２０は、一連の予備加熱されたローラー９０２、９０４、９０６を通って、
延伸ギャップ９４０、９４０ｂに運ばれる。フィルム９２０は、延伸ギャップ９４０、９
４０ｂを画定する最初のローラーと最後のローラーとの間の速度差によって延伸される。
典型的には、フィルム９２０は、ギャップ９４０、９４０ｂにかかる時に、例えば、赤外
線で加熱されてフィルム９２０を軟化し、ガラス転移温度より上での延伸を促進する。図
７Ｂ及び図７Ｃに描写される実施形態は、フィルム９２０の長手方向伸張ゾーン９４０又
は９４０ｂに熱の分配を提供するために、加熱要素９６０を包含する加熱アセンブリ９５
０ａ～９５０ｂを用いる。
【００８４】
　本開示の幾つかの代表的な実施形態では、一軸フィルム９２０は、長さ延伸機９００を
使用し、大きな加熱された延伸ギャップ（Ｌ）９４０とフィルム幅（Ｗ）とのアスペクト
比（Ｌ／Ｗ）、及び低いＭＤ延伸比（λＭＤ）を使用して作製され得る。所与の合計のＬ
及び所与のλＭＤについて、一軸の特性、ひいてはまたクロスウェブ（ＴＤ）全体の均一
性は、時には、延伸ギャップ９４０を、所与の望ましいλＭＤ及び／又はＷについて、２
つ以上の分離セグメントに分けることにより強化され得る。複数の延伸ギャップ構成を利
用する代表的な実施形態では、予備加熱後にフィルム９２０は、それぞれが最初の遅いロ
ール９０２と最後の速いロール９０６を含む１つ、２つ、又はそれ以上の伸張ゾーンに運
ばれる。各延伸ギャップは、遅いロール９０２が、延伸ギャップ９４０又は９４０ｂを通
じた速いロール９０６の動作からのフィルムの引張りに抵抗するように典型的には駆動さ
れる。
【００８５】
　図解された実施形態では、第１の速いロールと第１の遅いロールとを有する第１延伸ギ
ャップの後に、第２延伸ギャップ、例えば延伸ギャップ９４０又は９４０ｂが直列に構成
され得る。第１延伸ギャップのように、その後、それぞれの、例えば第２延伸ギャップは
、第２の遅いロールと第２の速いロールとを含んでもよい。幾つかの代表的な実施形態で
は、第１の速いロールは、第２の遅いロールと同じロールであってもよい。幾つかの構成
では、孤立的なローラーが、第１及び第２延伸ギャップの間に介在することになる。
【００８６】
　光学フィルムの実質的に一軸延伸の様々な他の態様は、例えば同一所有者の米国特許第
６，９３９，４９９号；第６，９１６，４４０号；第６，９４９，２１２号；及び第６，
９３６，２０９号；並びに３Ｍ整理番号（3M Docket No.）６１８６９ＵＳ００２、題名
「長さ延伸機を使用する改善された均一性のためのプロセス（Processes For Improved U
niformity Using A Length Orienter）」、及び６１８６８ＵＳ００２、題名「改善され
た一軸特性及び均一性のための複数の延伸ギャップの長さ延伸プロセス（Multiple Draw 
Gap Length Orientation Process For Improved Uniaxial Character and Uniformity）
」（本明細書と共に同日付で出願され及び本開示と一致する範囲において本明細書に参考
として組み込まれる）に記載されている。
【００８７】
　第２セットの加工条件の正確な詳細は、光学フィルム３０４に使用されるために選択さ
れた材料によって大きく変更されてもよいが、第２セットの加工条件は、典型的に第１セ
ットの加工条件より低い温度を包含し、より大きい延伸速度及び／又は延伸比を包含して
もよい。例えば、図１に示したような層状の光学フィルムでは、高屈折率材料としてのＰ
ＥＮ及び低屈折率材料としてのｃｏＰＥＮに対して、第２延伸工程で使用される温度範囲
は、光学フィルムのポリマー材料のガラス転移温度より約１０℃低い温度からガラス転移
温度より約６０℃高い温度までであるべきである。反射型偏光子を製造するため、例えば
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、第２延伸工程後、例えば面内（ＴＤ）方向の整合した屈折率の差が、たとえあるとして
も、約０．０５未満、より好ましくは約０．０２未満、最も好ましくは約０．０１未満で
あることが一般に望ましい。例えば面内（ＭＤ）方向の不整合方向では、屈折率の差が、
少なくとも約０．０６、より好ましくは約０．０９を超え、更により好ましくは約０．１
１を超えることが一般に望ましい。より一般的には、光学フィルムの他の態様を劣化しな
い限りできるだけ大きくこの差を有することが望ましい。
【００８８】
　幾つかの代表的な実施形態では、装置３００での第２延伸工程を完了後、フィルム３０
４は、特定用途について所望されるような追加の工程により加工されてもよい。第２若し
くは追加の工程は、同じプロセスラインに沿ってＬＯ上で行われる延伸工程であってもよ
いし、又はフィルムは、プロセスライン３００から取り除かれて、異なるプロセスライン
に移動され、ＬＯ若しくはロールツーロールプロセスを使用する別の加工装置に導入され
てもよい。所望の場合、フィルムの複屈折は、第２又は追加の工程で変更されてもよい。
第２及び／又は追加の延伸工程後、フィルム、又はその上に配置されるいずれかの層若し
くはフィルムは、所望によりコロナ処理、プライマーコーティング又は乾燥工程のいずれ
か又はすべてをいずれかの順序で適用することにより光学処理され、例えば、後続するラ
ミネート加工工程のためその表面特性を強化してもよい。
【００８９】
　第２延伸工程の前又は後で、フィルム、又はその上に配置されるいずれかの層若しくは
フィルムは、所望によりコロナ処理、プライマーコーティング又は乾燥工程のいずれか又
はすべてをいずれかの順序で適用することにより光学処理され、後続するラミネート加工
工程のためその表面特性を強化することが可能である。
【００９０】
　上記実施形態に記載された各種延伸プロセスに対して特定の順序が例示されているが、
順序は、説明を容易にするために使用されており、限定することを意図するものではない
。ある例では、プロセスの順序は、後続して行われるプロセスが、前に行われたプロセス
に悪影響を及ぼさない限り変更する又は同時に行うことができる。例えば、上記したよう
に光学フィルムは、同時に両方向に延伸されてもよい。フィルムが同時に両方の面内軸に
沿って延伸される場合、延伸温度は、フィルムの材料について同じになる。しかし、延伸
比及び速度は、別々に制御されてもよい。例えば、フィルムは、ＭＤに比較的早く、ＴＤ
に比較的遅く延伸されてもよい。
【００９１】
　同時２軸延伸の材料、並びに延伸比及び速度は、第１延伸軸に沿った延伸（例えば、素
早い延伸）が、第１延伸軸に沿って１つ又は両方の材料を光学的に延伸し、一方、他の方
向の延伸（例えば、遅い延伸）が、第２延伸軸に沿って２つの材料の１つを延伸しない（
又は非光学的に延伸する）ように好適に選択されてもよい。したがって、それぞれの方向
の延伸に対する２つの材料の応答は、独立して制御されてもよい。
【００９２】
　本開示の代表的な方法は、好ましくは第２延伸工程後に行われる、ヒートセッティング
又はアニーリング工程を更に包含することが可能である。本開示の代表的な実施形態と共
に使用するのに好適なヒートセッティングプロセスは、例えば同一所有者の米国特許出願
１１／３９７，９９２、題名「ヒートセッティング光学フィルム（Heat Setting Optical
 Films）」（２００６年４月５日出願）に記載されており、その開示は本明細書に参考と
して組み込まれる。
【００９３】
　上記で参照された出願の中で説明されるように、伸張直後にｎｙ及びｎｚに著しい差を
有する従来の一方向伸張材料のヒートセット挙動とは対照的に、ｎｙ及びｎｚの差を最小
化するためにｙ及びｚ方向の収縮を許容する実質的に一軸の伸張フィルムのヒートセッテ
ィングは、全く異なる効果を有する。実質的に一軸の伸張プロセス後のヒートセッティン
グは、これらのフィルムに既存する屈折率の何らかの小さい非対称を維持するか又は低減
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する。このようにして、ｙ及びｚ方向の屈折率がより等しくなるほど、望ましくない色の
効果に関する問題は生じにくくなる。
【００９４】
　以下に記載されるヒートセッティング手順は、例えば、多層光学フィルム（ＭＯＦ）の
ような光学フィルムの実質的に一軸の伸張を提供するいずれかのプロセス後に適用されて
もよい。本開示に記載されるヒートセッティング手順は、１つ以上のポリエステル層を包
含する実質的に一軸の伸張フィルムについて特に有用である。
【００９５】
　本開示の目的上、ヒートセットという用語は、本開示の代表的なフィルム、例えば、１
０１、１１１、２０１、又は４００が延伸後に加熱されて、フィルム特性、例えば結晶成
長、寸法安定性、及び／又は全体的な光学性能を強化する加熱プロトコルを指す。ヒート
セッティングは、温度及び時間の両方の関数であり、並びに、例えば、商業的に有用なラ
イン速度及びフィルムの熱伝達特性、加えて最終製品の光学的透明度などの要因が考慮さ
れなければならない。代表的な実施形態では、ヒートセッティングプロセスは、フィルム
をその少なくとも１つのポリマー構成成分のガラス転移温度（Ｔｇ）の上まで、好ましく
はそのすべてのポリマー構成成分のＴｇの上まで加熱することを伴う。代表的なポリマー
材料には、ＰＥＮ、ＰＥＴ、ｃｏＰＥＮ、ポリプロピレン、及びシンジオタクチックポリ
スチレンが挙げられる。ヒートセッティングプロセスの１つの実施形態では、フィルムは
、フィルムの伸張温度の上まで加熱されるが、これは必要ではない。別の実施形態では、
ヒートセッティングプロセスでは、フィルムは、Ｔｇとフィルムの融点との間の温度まで
加熱される。
【００９６】
　一般に、系の動力学と熱力学とのバランスから結果として生じる結晶化速度のための最
適温度が存在する。この温度は、ヒートセット時間の最短化が第一の検討事項である時に
は、有用である。様々な製品とプロセスの検討事項との間の最良のバランスを見つけるた
めの条件調整の典型的開始点は、Ｔｇとフィルムの融点との間のおよそ中間である。例え
ば、ＰＥＴ及びＰＥＮについてのガラス転移温度は、乾燥条件下で、それぞれ、およそ８
０℃及び１２０℃である。ＰＥＴ及びＰＥＮの中間体組成物のコポリマー（いわゆる「ｃ
ｏＰＥＮ」）のガラス転移温度は、ホモポリマーのガラス転移温度の中間である。融点は
、物理的結晶中のそれらのサイズ及び拘束による欠陥の範囲に応じた温度範囲を網羅する
。ＰＥＴ及びＰＥＮの融点のおよその推定は、ＰＥＴについては約２６０℃、及びＰＥＮ
については約２７０℃である。いわゆるｃｏＰＥＮの融点は典型的には、ホモポリマーの
融点より低く、例えば示差走査熱量計（ＤＳＣ）により近似的に測定できる。
【００９７】
　したがって、ＰＥＴ及びＰＥＮのヒートセッティングのための開始点の範囲は、例えば
約１７０～１９５℃である。実際のプロセスの設定点は、所与のプロセス内の滞留時間及
び熱伝達に依存する。滞留時間は、約１秒～約１０分までの範囲であってもよく、プロセ
ス条件だけでなく所望の最終結果、例えば他の特性を所与として、結晶化度の量、層間剥
離への耐性の増加、及びヘイズの最適化にも依存する。滞留時間を最短化することは、設
備サイズの最小化などの検討事項のために多くの場合有用である。より高い温度は、ある
程度の結晶化度を達成するために必要な時間を減少する場合がある。しかしながら、より
高い温度はまた、不完全な結晶構造の融解を生じる場合があり、これは次にはより大きい
構造に再形成する場合がある。これは幾つかの用途において不必要なヘイズを生成する場
合がある。
【００９８】
　本開示による光学フィルムのヒートセッティングは、その後に急冷されてもよい。フィ
ルムは、すべての構成成分がそれらのガラス転移温度未満の温度レベルに達した時に急冷
される。幾つかの他の実施形態では、急冷は伸張装置の外側で行われる。
【００９９】
　幾つかの代表的な実施形態では、本開示によるフィルムの最終製品への直接変換は、フ
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ィルムが３００のような伸張装置から取り除かれてロール形態に保管された後に起こる。
１つの実施例では、フィルムは巻き戻され及び任意の追加の加熱ユニットに移動されても
よい。追加の加熱ユニットでは、フィルムはしわを防ぐために必要に応じて張力下で把持
され及び設置されることが可能であるこのプロセスは典型的には、第２延伸工程中に適用
される元の伸張温度未満の温度で起こる。追加の加熱ユニットは、単にオーブンであって
もよく、そこではフィルムがその特性を強化するためにロール又はシート形態で設置され
てもよい。フィルムは、少なくとも１つのフィルム構成成分のＴｇ未満、好ましくはすべ
てのフィルム構成成分のＴｇ未満の温度に加熱されてもよい。第２のヒートセッティング
又はソーキング工程は、防縮性又は耐クリープ性のような所望のフィルム特性が実現され
るまで、例えば数時間又は数日間のような長時間続く場合がある。例えばＰＥＴについて
のヒートソークは典型的には、約５０～７５℃で数時間から数日間まで行われるが、一方
ＰＥＮについてのヒートソークは典型的には、約６０～１１５℃で数時間から数日間まで
行われる。ヒートソーキングはまた、一部が幾つかの、後加工活動において実現され得る
。例えば、フィルムはコーティングされ及び乾燥されてもよいし、又は幾らかのヒートソ
ーキング効果によりオーブン中で硬化されてもよい。
【０１００】
　追加のヒートセッティング工程の後、フィルムは、任意に追加の急冷及び／又はセット
ゾーンに移動されてもよい。第２の急冷及び／又はセットゾーンでは、縮み及び反りを制
御するために、フィルムは張力下に設置されてもよいし及び／又は収束レールに沿って内
向きになってもよい。任意の第２の急冷及び／又はセットゾーン後、フィルムは再び巻か
れてもよい。
【０１０１】
　本開示はまた、光学フィルムの一軸延伸を増加する方法を対象としている。代表的な方
法は、最初の幅寸法及び方向を有する延伸フィルムを提供することと；延伸フィルムを幅
方向には拘束しないが、延伸フィルムを、幅方向に実質的に垂直な方向に拘束することと
；延伸フィルムを、その少なくとも１つの構成成分のガラス転移温度の上に加熱して、最
初の幅の減少を可能にすることとを包含する。
【０１０２】
　１つの代表的な実施形態では、少なくとも幾つかのＰＥＴ様若しくはＰＥＮ様の部分、
例えば鎖軸に沿ったテレフタレート又はナフタレート系サブユニットを有するポリエステ
ル又はコポリエステルを含む光学フィルムが、１つの面内方向にフィルムを延伸し、一方
で垂直面内方向の幅を維持又は減少させて、少なくとも１つのポリエステル複屈折を作製
し、その結果、延伸方向に沿って偏光される光の屈折率が、更なる加熱工程における幅の
減少を可能にする臨界値未満であるようにすることにより、形成される。
【０１０３】
　フィルムがＭＤに沿って延伸される場合、幅はＴＤ方向であり、かつ逆もまた同様であ
る。代表的な実施形態では、光学フィルムは、２つの異なる材料の交互の層を有する多層
フィルム、異なる材料の３つ以上の層を少なくとも何らかの種類の繰り返しパターンで有
する多層光学フィルム、連続ポリエステル相を有する連続／分散ブレンド若しくは共連続
ブレンド、又はこれらのいずれかの組み合わせを含むことができる。こうしたポリエステ
ルの特に有用な例には、ＰＥＴ、ＰＥＮ、及びＰＥＴとＰＥＮとの間の中間体化学組成物
のランダム又はブロックコポリマーであるｃｏＰＥＮが挙げられる。
【０１０４】
　延伸の際に幅の減少を可能にする延伸条件は、加工温度履歴、ひずみ速度履歴、延伸比
、分子量（又は樹脂のＩＶ）などに依存する。典型的には、フィルムが、ひずみ誘起結晶
化を開始するために十分であるが、高レベルの結晶化度を生じるほどではなく延伸される
ことが望ましい。ガラス転移温度近くの代表的な有効な延伸については、延伸比は、典型
的には４未満、より典型的には３．５未満、又は更には３．０以下である。典型的な温度
は、０．１秒（0. s1ec）－１以上の典型的な最初の延伸速度については、ガラス転移温
度を超える１０℃以内である。より高い温度については、より速い速度が典型的には使用



(25) JP 2010-506213 A 2010.2.25

10

20

30

40

50

されて有効な延伸の同じレベルを維持する。あるいは、より高い延伸比が許容される場合
がある。連続相での延伸の関数としてのフィルムの幅減少のレベルはまた、分散相又は共
連続相の程度及び性質により変更される場合がある。
【０１０５】
　延伸のレベルを決定するための別の方法は、結果として生じる延伸の屈折率の有効性を
測定することである。所与のポリエステル樹脂について臨界延伸率を超えると、幅の減少
は僅かになり、例えば１０％未満になる。この臨界延伸率未満では、十分な時間、加熱、
及び拘束の緩和が与えられれば、有意な幅の減少がその後の工程において起こり得る。多
くの場合、幅の減少工程により、相対的な複屈折もまた減少され得る。９０％ＰＥＮ様部
分及び１０％ＰＥＴ様部分を含むｃｏＰＥＮについては、６３２．８ｎｍにおける臨界延
伸率は、１．７７～１．８１である。最良推定値は約１．７８である。ＰＥＮについての
臨界延伸率は、１．７９未満であり、おそらく９０／１０ｃｏＰＥＮについての値と同様
である。ＰＥＴについてのおよその推定値は、１．６５～１．６８である。第１の近似と
して、ｃｏＰＥＮの値は、ｃｏＰＥＮの化学組成が次第にＰＥＮに近づくにつれてＰＥＴ
値からＰＥＮ値までおよそ増加すると推定され得る。しかしながら、所与の延伸率におけ
る結晶化度のレベルが、構造的再配列の能力に影響する場合があるため、ｃｏＰＥＮの臨
界率の値は、ｃｏＰＥＮ９０／１０と純粋なＰＥＮの推定値との間の比較から示されても
よいように、これらの第１の近似より高い場合があると予想することが可能である。一般
に臨界値は、Ｌが延伸方向に沿っている場合に大きいＬ／Ｗ比を提供するように組み込ま
れた、率の測定値を有する延伸試料をヒートセッティングして、ヒートセッティング後の
横延伸（cross-draw）幅の減少を観測することにより見出すことができる。最後に、臨界
値は、融点近くの温度でのヒートセッティングによるなど温度の激しい変化によって変化
する場合があることに留意すべきである。
【０１０６】
　Ｌ．Ｏ．は、伸張方向（Ｌ．Ｏ．の場合にはＭＤＤＲ）に沿って適度に均一の延伸比を
維持しながら、こうした延伸条件を実現する際に特に有用であり得る。例えば、テンター
又はバッチ伸張デバイスの中で延伸される時、横延伸（Cross-drawn）フィルムは、クロ
スウェブ温度の変動などにより、伸張方向（これらの場合にはＴＤＤＲ）に沿って、延伸
比の不均一性がより大きくなり易く、ひいては製品の不均一性がより大きくなりやすい場
合がある。したがって、特に有用なプロセスは、Ｌ．Ｏ．を使用して、幅減少の前に少な
くとも最初の延伸工程を提供する。
【０１０７】
　幅減少工程は、フィルムが、第１延伸工程の方向に垂直なその幅全域を引き込むことが
できるような方式で達成される。幅減少工程が、Ｌ．Ｏ．の延伸ギャップにわたって達成
される時、Ｌ／Ｗ比は、幅減少の程度及び均一性を制御する際に重要である。少なくとも
１のＬ／Ｗ比が典型的には望ましい。５、１０、又はそれ以上の値が使用できる。むら及
びしわを最小化するために所望の幅減少を実現する、最小の許容可能なＬ／Ｗを使用する
ことは有用である可能性がある。温度及び時間は、好ましくは、プロセス工程においてひ
ずみの反動を許すために十分な量及び程度である。幅減少工程のための典型的条件は、フ
ィルムを、構造物中の各連続相材料のガラス転移温度を超えて少なくとも１秒間加熱する
ことを含む。より典型的には、加熱は、少なくとも延伸工程の平均温度までであり、少な
くとも延伸工程を達成するために使用される時間の間である。他の場合には、フィルムの
温度は、１、５、１５、３０秒又はそれ以上の間、構造物中の各連続相材料のガラス転移
温度１５℃を上回る。
【０１０８】
　幅減少工程は、第１延伸工程中の平らでないネックダウンにより厚さの水平化を結果と
して生じてもよい。同様に、フィルムの幅の全域での横幅延伸比（例えばＭＤに沿ったフ
ィルム延伸についてのＴＤＤＲ）のより一貫した分布、並びに更に一貫した程度のフィル
ム全域での一軸特性が実現されてもよい。この方式で、より均一なフィルムが形成され得
る。したがって、１つの実施形態では、本開示は、伸張方向に関わらず、幅減少及び改善
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された一軸特性をもたらすために、追加のヒートセッティングを有する低延伸比プロセス
を記載する。
【０１０９】
　幅減少工程はまた、ヘイズレベルの増加を結果として生じる場合がある。一般に、臨界
率に近づくほど、ヘイズの増加は小さくなる。幾つかの用途では、相対的複屈折のその減
少を伴う熱処理のレベルは、所与の光学用途に向けて形成されたフィルムの使用に応じた
へイズの増加とバランスを取ることができる。
【０１１０】
　第２若しくは第３の、又は幾つかの実施形態では、いずれかの数の好適な追加工程の後
に、延伸された光学フィルムが多種多様な材料にラミネートされるか、ないしは別の方法
で組み合わされて、様々な光学構造物を作成してもよく、その幾つかは、ＬＣＤのような
ディスプレイ装置に有用である場合がある。本開示の延伸された光学フィルム又は本開示
による延伸された光学フィルムを包含するいずれかの好適なラミネート構造物は、ロール
形態で有益に提供され得る。
【０１１１】
　例えば、上記偏光フィルムはいずれも、商標表記ＢＥＦとしてミネソタ州セントポール
（St. Paul）の３Ｍ社（3M Company）から入手可能なものなどの構造化された表面フィル
ムをラミネートないしは別の方法でその上に配置していてもよい。１つの実施形態では、
構造化された表面フィルムは、実質的に平行な線状プリズム型構造体又は溝の配列を包含
する。幾つかの代表的な実施形態では、光学フィルム３０４は、実質的に平行の線状プリ
ズム型構造体又は溝の配列を包含する構造化された表面フィルムにラミネートされてもよ
い。溝は、ダウンウェブ（ＭＤ）方向に沿って（及び反射型偏光子の場合、有効な延伸軸
又はブロック軸に沿って）そろえられてもよく、又は溝は、クロスウェブ（ＴＤ）方向に
沿って（及び反射型偏光子フィルムの透過又は通過軸に沿って）そろえられてもよい。他
の代表的な実施形態では、代表的な構造化された表面フィルムの溝は、本開示による延伸
された光学フィルムの有効な延伸軸に対して別の角度で延伸されてもよい。
【０１１２】
　当業者は、構造化された表面が、すべての他の種類の構造体、粗い表面又はマット表面
を包含してもよいことを直ちに認識するであろう。この種の代表的な実施形態は、硬化性
材料を本開示の光学フィルムにコーティングし、この硬化性材料の層に表面構造を付与し
、硬化性材料の層を硬化する追加の工程を含むことによってももたらされ得る。
【０１１３】
　本明細書に記載されたプロセスにより作製される代表的な反射型偏光子は、ダウンウェ
ブ（ＭＤ）方向に沿ったブロック軸を有するため、反射型偏光子は、いずれかの長さの延
伸偏光フィルムに単にロールツーロールでラミネートされてもよい。他の代表的な実施形
態では、フィルムは、第２延伸工程前に二色性染料材料又はＰＶＡ含有層などの吸収型偏
光子材料の層と共押出されてもよく、又はこれらの層でコーティングされてもよい。
【０１１４】
　図８は、光学フィルム構造物４００を図解し、方向４０５に沿ったブロック軸を有する
反射型偏光子などの第１光学フィルム４０１が第２光学フィルム４０３と組み合わされて
いる。第２光学フィルム４０３は、例えば方向４０４に沿ったブロック軸を有する吸収型
偏光子などの別の種類の光学又は非光学フィルムであってもよい。
【０１１５】
　図８に示した構造物では、反射型偏光フィルム４０１のブロック軸４０５は、できるだ
け正確にダイクロイック偏光フィルム４０３のブロック軸４０４とそろえられ、例えば、
輝度強化偏光子のような特定の用途に対して許容できる性能をもたらさなければならない
。反射型偏光フィルムの通過又は透過軸は、４０６として示されている。軸４０４及び４
０５の誤整列が増すとラミネート構造物４００によりもたらされる利得を減少させ、ラミ
ネート構造物４００の幾つかのディスプレイ用途に対する有用性を減少させる。例えば、
輝度強化偏光子の場合、構造物４００のブロック軸４０４とブロック４０５との間の角度
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は、約±１０°未満、より好ましくは約±５°未満、より好ましくは約±３°未満とすべ
きである。
【０１１６】
　図９Ａに示した実施形態では、ラミネート構造物５００は、吸収型偏光フィルム５０２
を包含する。この代表的な実施形態では、吸収型偏光フィルムは、第１保護層５０３を包
含する。保護層５０３は、予定された用途により大きく変えられてもよいが、典型的に溶
媒キャストセルローストリアセテート（ＴＡＣ）フィルムを包含する。代表的な構造物５
００は、更に第２保護層５０５並びにヨウ素染色ポリビニルアルコール（Ｉ２／ＰＶＡ）
などの吸収型偏光子層５０４を包含する。他の代表的な実施形態では、偏光フィルムは、
１つだけ保護層を含むか、又は保護層を包含しなくてもよい。吸収型偏光フィルム５０２
は、例えば、接着層５０８により（本明細書でＭＤブロック軸を有して記載されるような
）光学フィルム反射型偏光子５０６にラミネートないしは別の方法で固着あるいは配置さ
れる。
【０１１７】
　いずれかの好適な吸収型偏光材料が、本開示の吸収型偏光フィルムに使用されてもよい
。例えば、ヨウ素染色ポリビニルアルコール（Ｉ２／ＰＶＡ）系偏光子に加えて、本開示
は、ポリビニリデン系光偏光子（ＫＥ型偏光子と呼ばれ、更に米国特許番号第５，９７３
，８３４号に記載され、参照により本明細書に組み込まれる）、ヨウ素系偏光子、染色Ｐ
ＶＯＨ偏光子及び他の好適な吸収型偏光子にも及ぶ。
【０１１８】
　図９Ｂは、光学ディスプレイの代表的な偏光子補償構造体５１０を示し、ラミネート構
造物５００は、接着剤５１２、典型的には感圧性接着剤（ＰＳＡ）により、例えば補償フ
ィルム又は位相差フィルムなどの任意の複屈折フィルム５１４に固着されている。補償構
造体５１０では、保護層５０３及び５０５のいずれかが、所望により補償器又は位相差板
などの、補償フィルム５１４と同じ又は異なる複屈折フィルムと置き換えられてもよい。
このような光学フィルムは、光学ディスプレイ５３０に使用されてもよい。そのような構
成では、補償フィルム５１４は、接着層５１６を介して第１ガラス層５２２、第２ガラス
層５２４及び液晶層５２６を包含するＬＣＤパネル５２０に接着されてもよい。
【０１１９】
　図１０Ａについて参照すると、別の代表的なラミネート構造物６００が示されており、
それは、単一保護層６０３及び吸収型偏光層６０４、例えばＩ２／ＰＶＡ層を有する吸収
型偏光フィルム６０２を包含する。吸収型偏光フィルム６０２は、例えば接着層６０８に
よりＭＤ偏光軸光学フィルム反射型偏光子６０６に固着されている。この代表的な実施形
態では、吸収型偏光子のブロック軸も、ＭＤに沿っている。吸収型偏光子層６０４に隣接
した保護層のいずれか一方又は両方を除去することで、例えば厚さの減少、材料コストの
削減、及び環境負荷の削減（溶媒キャストＴＡＣ層は必要ない）を包含する多くの利点を
もたらすことができる。
【０１２０】
　図１０Ｂは、光学ディスプレイの偏光子補償構造体６１０を示し、ラミネート構造物６
００が接着剤６１２により、例えば補償フィルム又は位相差フィルムなどの任意の複屈折
フィルム６１４に固着されている。補償構造体６１０では、保護層６０３は、所望により
補償フィルム６１４と同じ又は異なる複屈折フィルムと置き換えられてもよい。このよう
な光学フィルムが、光学ディスプレイ６３０に使用されてもよい。そのような構成では、
複屈折フィルム６１４は、接着層６１６を介して第１ガラス層６２２、第２ガラス層６２
４及び液晶層６２６を包含するＬＣＤパネル６２０に接着されてもよい。
【０１２１】
　図１０Ｃは、光学ディスプレイの別の代表的な偏光子補償構造体６５０を示す。補償構
造体６５０は、単一保護層６５３及び吸収型偏光子層６５４、例えばＩ２／ＰＶＡ層を有
する吸収型偏光フィルム６５２を包含する。吸収型偏光フィルム６５２は、例えば接着層
６５８によりＭＤブロック軸反射型偏光子６５６に固着されている。補償構造体６５０で
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ディスプレイ６８２を形成するため、吸収型偏光子層６５４は、接着層６６６を介して第
１ガラス層６７２、第２ガラス層６７４及び液晶層６７６を包含するＬＣＤパネル６７０
に接着されてもよい。
【０１２２】
　図１１は、光学ディスプレイの別の代表的な偏光子補償構造体７００を示し、吸収型偏
光フィルムは、いずれの隣接した保護層も有さない吸収型偏光子材料（例えば、Ｉ２／Ｐ
ＶＡ）層７０４の単一層を包含する。層７０４の１つの主要な表面が、ＭＤブロック軸光
学フィルム反射型偏光子７０６に固着され、その結果、吸収型偏光子のブロック軸も、Ｍ
Ｄに沿う。固着は、接着層７０８により達成されてもよい。層７０４の対向する表面が、
接着剤７１２により、例えば補償フィルム又は位相差フィルムなどの選択が自由な複屈折
フィルム７１４に固着される。このような光学フィルムは、光学ディスプレイ７３０に使
用されてもよい。そのような構成では、複屈折フィルム７１４は、接着層７１６を介して
第１ガラス層７２２、第２ガラス層７２４及び液晶層７２６を包含するＬＣＤパネル７２
０に接着されてもよい。
【０１２３】
　上記図８～図１１の接着層は、予定した用途により大きく変えることが可能であるが、
感圧性接着剤及びＰＶＡが添加されたＨ２Ｏ溶液は、Ｉ２／ＰＶＡ層を反射型偏光子に直
接接着するのに好適であると予想される。例えば、空気コロナ、窒素コロナ、他のコロナ
、火焔又はコーティングされたプライマー層などの従来の技術を使用した選択が自由な表
面処理も、単独で又は接着剤と組み合わせて反射型偏光子フィルム及び吸収型偏光子フィ
ルムのいずれか若しくは両方に使用され、層間の固着強度をもたらし又は強化する。こう
した表面処理は、第１延伸工程及び第２延伸工程に合わせてもたらされ又は別の工程が考
慮されてもよく、第１延伸工程の前、第２延伸工程の前、第１延伸工程及び第２延伸工程
の後又はいずれかの追加の延伸工程の後であってもよい。他の代表的な実施形態では、吸
収型偏光子材料の層は、本開示の代表的な光学フィルムと共押出されてもよい。
【０１２４】
　以下の実施例は、本開示の異なる実施形態による代表的な材料及び加工条件を包含する
。実施例は、開示を限定することを意図するものではなく、むしろ発明の理解を容易にす
るために提供され、並びに様々な上記実施形態に従って使用して特に適切である材料の例
を提供する。当業者は、図８～図１１に示した代表的な実施形態が、本開示の趣旨と矛盾
しないいずれの方法で修正されてもよいことを容易に理解するであろう。例えば、層若し
くはフィルムのいずれかの好適な数又は組み合わせが本開示の代表的な実施形態に使用さ
れてもよい。
【実施例】
【０１２５】
　以下の実施例では、具体的な材料に適するように試料を１０～６０秒間伸張するため加
熱した。最も典型的な加熱時間は、３０～５０秒であった。第１延伸工程では、フィルム
を１秒当たり１０～６０％だけ、より典型的には１秒当たり２０～５０％だけ伸張した。
第２延伸工程では、フィルムを１秒当たり４０～１５０％だけ、より典型的には１秒当た
り６０～１００％だけ伸張した。用語「最初」及び「最後」は、それぞれ第１延伸工程及
び第２延伸工程を指すために使用される。
【０１２６】
　（実施例１）
　単層ＰＥＮキャストフィルムが、以下の表１に記載される３組の加工条件によって伸張
された。
【０１２７】
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【表１】

【０１２８】
　試料Ａ及びＢを作製するために使用されたプロセスは緩和工程を包含し、並びに試料Ｂ
を作製するために使用されたプロセスはまたアニーリング工程を包含した。試料Ｃを作製
するために使用されたプロセスは、緩和工程又はアニール工程を包含しないが、より低い
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ＭＤの第２延伸工程を包含した。試料Ａ～Ｃが、多層光学フィルムの光学層又は拡散反射
型偏光フィルムの構成要素として使用される場合、これらの代表的なプロセスのいずれも
、反射型偏光子を生成するために使用できると考えられている。
【０１２９】
　（実施例２）
　単層ＬｍＰＥＮ（９５：５　ＰＥＮ／ＰＥＴ）キャストフィルムが、以下の表２に記載
される加工条件によって伸張された。
【０１３０】
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【表２】

【０１３１】
　試料Ｄ、Ｅ、Ｇ、及びＨを作製するために使用されたプロセスは、緩和工程を包含した
。上記参照層が、多層光学フィルムの光学層として又は拡散反射型偏光フィルムの構成要
素として使用される場合、これらのプロセスのいずれをも、反射型偏光子を生成するため
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に使用できると考えられている。アニーリングは、試料Ｄ及びＨについてのｎＭＤを増加
した。試料Ｆ、Ｉ、及びＪを作製するために使用されたプロセスは、緩和工程を包含しな
かった。試料Ｆは、ΔｎＭＤ－ｎＴＤとΔｎＴＤ－ｎＺＤとの間に比較的小さい差を有す
る。試料Ｉ及びＪは、より低いΔｎＴＤ－ｎＺＤを有し、ひいてはそれらが反射型偏光子
内にあった場合、他の試料と比べてより低いオフ角の色を有することになる。
【０１３２】
　（実施例３）
　単層ＬｍＰＥＮ（９０：１０　ＰＥＮ／ＰＥＴ）キャストフィルムが、以下の表３に記
載される加工条件によって伸張された。
【０１３３】
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【表３】

【０１３４】
　試料Ｋ、Ｌ、Ｎ、Ｒ、Ｔを作製するために使用されたプロセスは緩和工程を包含した。
上記参照層が、多層光学フィルムの光学層として又は拡散反射型偏光フィルムの構成要素
として使用される場合、これらのプロセスのいずれをも、反射型偏光子を生成するために
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使用できると考えられている。アニーリングは、試料ＫについてのｎＭＤを増加した。試
料Ｍ及びＳを作製するために使用されたプロセスは緩和工程を包含しなかった。試料Ｍで
は、ΔｎＭＤ－ｎＴＤとΔｎＴＤ－ｎＺＤとの間の差は比較的小さかった。試料Ｎ、特に
Ｒ、及びＴは、より低いΔｎＴＤ－ｎＺＤを有し、ひいてはそれらが反射型偏光子内にあ
った場合、他の試料と比べてより低いオフ角の色を有することになる。
【０１３５】
　（実施例４）
　単層ＬｍＰＥＮ（６０：４０　ＰＥＮ／ＰＥＴ）キャストフィルムが、以下の表４に記
載される加工条件によって伸張された。
【０１３６】
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【表４】

【０１３７】
　試料Ｕ及びＶを作製するために使用されたプロセスは緩和工程を包含したが、試料Ｗを
作成するために使用されたプロセスは包含しなかった。試料Ｕは、より低いΔｎＴＤ－ｎ

ＺＤを有し、ひいてはそれが反射型偏光子内にあった場合、他の試料と比べてより低いオ
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フ角の色を有することになる。上記参照層が、多層光学フィルムの光学層として又は拡散
反射型偏光フィルムの構成要素として使用される場合、これらのプロセスのいずれをも、
反射型偏光子を生成するために使用できると考えられている。
【０１３８】
　（実施例５）
　単層ＬｍＰＥＮ（３０：７０　ＰＥＮ／ＰＥＴ）キャストフィルムが、以下の表５に記
載される加工条件によって伸張された。
【０１３９】
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【表５】

【０１４０】
　試料Ｘを作製するために使用されたプロセスは緩和工程を包含したが、試料Ｙ及びＺを
作成するために使用されたプロセスは包含しなかった。上記参照層が、多層光学フィルム
の光学層として又は拡散反射型偏光フィルムの構成要素として使用される場合、これらの
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プロセスのいずれをも、反射型偏光子を生成するために使用できると考えられている。
【０１４１】
　（実施例６）
　ＰＥＮ：ＰＥＴの重量比９０：１０を有する（ＬｍＰＥＮ）高屈折率光学体（ＨＩＯ）
層、及びポリエステル／ポリカーボネート合金の低屈折率光学体（ＬＩＯ）層（テネシー
州キングズポート（Kingsport）のイーストマンケミカル（Eastman Chemical）から取引
表記サハラ（Sahara）ＳＡ　１１５により入手可能）を有する多層フィルムが調製された
。フィルムは、以下の表６に概説される条件下で伸張された。
【０１４２】
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【表６】

【０１４３】
　（実施例７）
　ＰＥＮ：ＰＥＴの重量比９０：１０を有する（ＬｍＰＥＮ）高屈折率光学体（ＨＩＯ）
層、及びＰＥＮ：ＰＥＴの重量比５５：４５を有するＣｏＰＥＮの低屈折率光学体（ＬＩ
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Ｏ）層を有する多層フィルムが調製された。フィルムは、以下の表７に概説される条件下
で同時に２軸伸張された。
【０１４４】
【表７】

【０１４５】
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　（実施例８）
　ＰＥＮフィルム、並びにＰＥＮ：ＰＥＴの９０：１０重量比を有するフィルム（ＬｍＰ
ＥＮ）が、以下の表８に概説される条件下で、ＴＤにおいて第１延伸工程で、その後ＭＤ
において第２延伸工程で、順番に伸張された。これらの加工工程から結果として生じるフ
ィルム特性もまた表８に示される。
【０１４６】
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【表８】

【０１４７】
　（実施例９）
　表６でＲＰ－Ａ及び表７でＲＰ－４と表記される多層フィルムが、追加の構造化された
表面層又は９０／５０パターンでプリズム溝を有するフィルムによりラミネートされた。
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構造化された表面層又はフィルムは、多層の反射型偏光子のブロック方向又は軸（ＭＤ）
に対して０及び９０°でラミネートされて、有効な透過率は、表９に表示されるように測
定された。
【０１４８】
【表９】

【０１４９】
　本明細書で参照又は引用されるすべての特許、特許出願、仮出願、及び公報は、本明細
書が明白に教示することと矛盾しない範囲で、全図及び表を包含するそのすべてが参照と
して組み込まれる。
【０１５０】
　本明細書に記載される実施例及び実施形態は、単に例示することが目的であり、その様
々な変更又は変形が当業者に提示され、本出願の趣旨及び範囲内に包含されることは理解
されるべきである。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】

【図７Ａ】

【図７Ｂ】

【図７Ｃ】
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【図９Ｂ】

【図１０Ａ】

【図１０Ｂ】

【図１０Ｃ】

【図１１】



(46) JP 2010-506213 A 2010.2.25

10

20

30

40

【国際調査報告】



(47) JP 2010-506213 A 2010.2.25

10

20

30

40



(48) JP 2010-506213 A 2010.2.25

10

20

30

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LS,MW,MZ,NA,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,TJ,TM),
EP(AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MT,NL,PL,PT,RO,SE,SI,SK,TR),OA(
BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AT,AU,AZ,BA,BB,BG,BH,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,
CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,HR,HU,ID,IL,IN,IS,JP,KE,KG,KM,KN,K
P,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PG,PH,PL,PT,RO,RS,RU
,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,SV,SY,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,UZ,VC,VN,ZA,ZM,ZW

(74)代理人  100102990
            弁理士　小林　良博
(74)代理人  100093665
            弁理士　蛯谷　厚志
(72)発明者  メリル，ウィリアム　ウォード
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
(72)発明者  オーダーカーク，アンドリュー　ジェイ．
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
(72)発明者  ジョンソン，マシュー　ビー．
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
(72)発明者  オニール，マーク　ビー．
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
(72)発明者  デンカー，マーティン　イー．
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
(72)発明者  ヘブリンク，ティモシー　ジェイ．
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
Ｆターム(参考) 2H149 BA02  BA03  BB05  BB14  BB24  DA02  DA12  DB26  EA02  EA10 
　　　　 　　        EA22  EA28  EA29  FA12W FA13W FA15W FC10  FD04  FD30  FD48 
　　　　 　　  4F100 AK01A AK01B AK42  BA02  CA02B CB00C EH46B EJ38A EJ55B EJ64B
　　　　 　　        EJ65B EJ86B JN06A JN10A JN10B JN18  JN30B
　　　　 　　  4F210 AA24  AA26  AG01  AH73  AR06  AR12  QA02  QA03  QC06  QG01 
　　　　 　　        QG18  QL16  QM15  QW05 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

